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平成２３年（ワ）第１３０５号 損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年９月２１日  

判         決 

東京都豊島区〈以下略〉 

原       告  株式会社インターリンク 

同訴訟代理人弁護士  生   田   哲   郎 

同          森   本       晋 

同          佐   野   辰   巳 

同          中   所   昌   司 

同訴訟代理人弁理士  吉   浦   洋   一 

東京都港区〈以下略〉 

被       告  ソフトバンクＢＢ株式会社  

同訴訟代理人弁護士  五 十 嵐       敦 

同          岡   田       誠 

同          関       真   也 

同訴訟代理人弁理士  髙   村   和   宗 

主         文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求  

 被告は，原告に対し，１億円及びこれに対する平成２３年１月２６日から支払

済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は，名称を「インターネット電話用アダプタ」とする発明についての特

許権を有する原告が，被告が譲渡，貸与等している別紙物件目録記載のインタ
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ーネット電話用アダプタが同特許権の技術的範囲に属すると主張して，被告に

対し，特許権侵害の不法行為に基づく損害賠償金の一部請求として，１億円及

びこれに対する平成２３年１月２６日（訴状送達の日の翌日）から支払済みま

で民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める事案である。 

２ 争いのない事実等（証拠略） 

(1) 当事者 

ア 原告は，電気通信事業法に定める電気通信事業等を業とする株式会社で

ある。 

イ 被告は，ＡＤＳＬ事業，ＦＴＴＨ事業，コンテンツサービス事業，流通

事業等を業とする株式会社であり，ソフトバンク株式会社の連結子会社で，

ソフトバンクグループのブロードバンド・インフラ事業を行う会社である。 

(2) 原告の有する特許権 

  原告は，次の内容の特許権の特許権者である（以下，この特許権を「本件

特許権」といい，同特許権に係る特許を「本件特許」という。また，本件特

許に係る明細書及び図面を「本件明細書等」といい，その内容は別紙特許公

報写し（略）のとおりである。）。 

     特 許 番 号   第４３９７５０７号 

     発明の名称   インターネット電話用アダプタ 

     出 願 日   平成１２年４月２７日 

     登 録 日   平成２１年１０月３０日 

(3) 本件特許に係る特許請求の範囲 

  本件特許の特許請求の範囲請求項１及び２の各記載は，別紙特許公報の写

しの各該当項記載のとおりである（以下，請求項１及び２記載の特許発明を

それぞれ「本件発明１」及び「本件発明２」といい，これらを総称して「本

件発明」という。）。 

(4) 構成要件の分説 
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ア 本件発明１ 

   本件発明１を構成要件に分説すると，次のとおりである（以下，それぞ

れの記号に従い「構成要件１Ａ」などという。）。 

１Ａ 公衆回線用電話機を用いてインターネットを介した通話を行うため

のアダプタであって， 

１Ｂ(a) 中央演算装置と， 

(b) 呼出信号発生部と， 

(c) インターネットに接続されたコンピュータとの通信手段と， 

(d) 公衆回線用電話機との接続手段と， 

(e) オフフック検出部と， 

(f) ＤＴＭＦ信号検出部と， 

(g) トーン発生部と，を備え， 

１Ｃ インターネットを介した通話呼出がなされた場合に，前記呼出信号

発生部において呼出信号を発生し，該呼出信号を公衆回線用電話機に

対して出力し， 

１Ｄ 相手方のＩＰアドレスを変換した番号をダイヤルすることで発呼す

ることを可能とする， 

１Ｅ ことを特徴とするインターネット電話用アダプタ。 

イ 本件発明２ 

   本件発明２を構成要件に分説すると，次のとおりである（以下，それぞ

れの記号に従い「構成要件２Ａ」などという。）。 

２Ａ 公衆回線用電話機を用いてインターネットを介した通話を行うため

のアダプタであって， 

２Ｂ(a) 中央演算装置と， 

(b) 呼出信号発生部と， 

(c) インターネットに接続されたコンピュータとの通信手段と， 
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(d) 公衆回線用電話機との接続手段と， 

(e) オフフック検出部と， 

(f) ＤＴＭＦ信号検出部と， 

(g) トーン発生部と，を備え， 

２Ｃ インターネットを介した通話呼出がなされた場合に，前記呼出信号

発生部において呼出信号を発生し，該呼出信号を公衆回線用電話機に

対して出力し， 

２Ｄ 相手方のＩＰアドレスを意味する番号をダイヤルすることで発呼す

ることを可能とする， 

２Ｅ ことを特徴とするインターネット電話用アダプタ。 

  (5) 被告の行為 

    被告は，本件特許の出願後である平成１３年９月１日以降，「Ｙａｈｏｏ！

ＢＢ」などのＡＤＳＬサービスを提供している。そして，被告は，本件特許

の登録以前から現在まで，被告のＡＤＳＬサービスの利用者に対し，別紙物

件目録記載のインターネット電話用アダプタ（以下，同目録記載１の各製品

を「被告アダプタ１」，同目録記載２の製品を「被告アダプタ２」，同目録

記載３の製品を「被告アダプタ３」といい，これらを総称して「被告アダプ

タ」という。）を，有償で譲渡し若しくは貸与し，又はその申出をしている。 

(6) 被告アダプタの構成等 

被告アダプタ１ないし３は，本件特許に関係する範囲で，それぞれ別紙被

告アダプタ説明書１ないし３の構成を有している。 

被告アダプタは，いずれも公衆回線用電話機を用いてインターネットを介

した通話を行うためのアダプタであって，中央演算装置，呼出信号発生部，

公衆回線用電話機との接続手段，オフフック検出部，ＤＴＭＦ信号検出部及

びトーン発生部を備えており，インターネットを介した通話呼出がなされた

場合に，呼出信号発生部において呼出信号を発生し，呼出信号を公衆回線用
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電話機に対して出力するものである。よって，被告アダプタは，本件発明１

の構成要件１Ａ，１Ｂ(a)，１Ｂ(b)，１Ｂ(d)ないし(g)及び１Ｃをそれぞれ

充足し，同様に，本件発明２の構成要件２Ａ ，２Ｂ(a)，２Ｂ(b)，２Ｂ(d)

ないし(g)及び２Ｃをそれぞれ充足する。 

   なお，被告アダプタにおいては，同アダプタに接続された公衆回線用電話

機で，「０５０」で始まる相手方のＩＰ電話番号をダイヤルすることにより，

発呼が可能である。 

３ 争点 

(1) 被告アダプタが本件発明の技術的範囲に属するか否か 

 ア 構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の充足性 

イ 構成要件１Ｄの充足性 

ウ 構成要件２Ｄの充足性  

エ 構成要件１Ｅ及び２Ｅの充足性 

   オ  均等侵害の成否 

  (2) 本件特許は特許無効審判により無効にされるべきものか否か 

  (3) 損害の発生及びその額 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 争点(1)ア（構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の充足性）について 

 〔原告の主張〕 

  (1) 「インターネットに接続されたコンピュータとの通信手段」の意義 

 構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の文言は「インターネットに接続されたコン

ピュータとの通信手段」である。 

 この「インターネットに接続されたコンピュータ」は，コンピュータが「直

接」インターネットに接続されていることを要するものではなく，例えば，

アダプタ等を介してインターネットに接続される形態を排除するものではな

い。 
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また，「通信手段」は，コンピュータとアダプタとの間で通信を行うため

の「手段」が設けられていることをもって足りるというべきであり，インタ

ーネットを介した通話を行うために必要な信号・データを「コンピュータ」

及び「アダプタ」との間でやり取りするという意味での「通信手段」に限定

されることはなく，また，コンピュータとアダプタとの間での通信が実際に

行われることまで要求されるものではない。 

(2) 構成要件充足性 

被告アダプタは，インターネット回線，コンピュータ及び公衆回線用電話

機とそれぞれ接続可能であるから，このコンピュータは，被告アダプタを介

してインターネット回線と接続可能であり，また，コンピュータと被告アダ

プタは，ケーブルを介して接続可能で，これにより両者間の通信（後記(3)

イのとおり，インターネットを介した通話を行うために必要な信号・データ

の通信には限定されない。）が行われるから，結局，被告アダプタは，イン

ターネットに接続されたコンピュータとの通信手段を有しており，構成要件

１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)をいずれも充足する。 

 (3) 被告の主張に対する反論 

   ア 「インターネットに接続されたコンピュータ」につき 

     被告は，「インターネットに接続されたコンピュータ」とは，アダプタ

とは別個のものである，直接インターネットに接続されたコンピュータを

意味すると主張する。 

     しかし，特許請求の範囲請求項１及び２の文言にも，本件明細書等の記

載にも，コンピュータが「直接」インターネットに接続されていることを

要するとの限定はない。被告が引用する本件明細書の段落【０００８】，

【０００９】及び【００１１】には，コンピュータが「直接」インターネ

ットに接続されていることを要する旨の記載は一切なく，また，段落【０

０２９】及び【００３０】は，実施例の記載にすぎず，本件発明の技術的
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範囲を実施例のものに限定すべき旨の記載はない。 

イ 「通信手段」につき 

被告は，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「通信手段」とは，インターネ

ットを介した通話を行うために必要な信号・データを「コンピュータ」及

び「アダプタ」との間でやり取りするという意味での「通信」を行う機能

を少なくとも有する通信手段を意味すると主張する。 

しかし，特許請求の範囲請求項１及び２の文言は，「通信手段」である

にすぎず，コンピュータとアダプタとの間で通信を行うための「手段」が

設けられていることをもって足りるというべきであり，コンピュータとア

ダプタとの間での通信が実際に行われることまでは要求していない。 

   被告が指摘する本件明細書等の段落【００２１】以下の各段落の記載は

実施例の記載にすぎず，本件発明がその実施例に限定されるべき根拠はな

く，また，段落【０００９】及び【００１１】の各記載は，パーソナルコ

ンピュータに制御ソフトウェアがインストールされているという一つのケ

ースを想定した記載にすぎず，いずれも本件発明の「通信手段」の意義を，

被告主張のように限定する根拠となるものではない。 

 〔被告の主張〕 

  (1) 「インターネットに接続されたコンピュータ」の意義 

ア 本件発明の構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)は，インターネット電話用アダ

プタが「インターネットに接続されたコンピュータとの通信手段」を備え

ることを規定する。 

ここで，「インターネットに接続されたコンピュータ」とは，アダプタ

とは別個のものである，直接インターネットに接続された「コンピュータ」

を意味すると解するべきである。 

 すなわち，本件発明は，公衆回線用電話機を用いて「インターネットを

介した通話を行うためのアダプタ」についての発明であり，特許請求の範
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囲の記載上，「インターネットを介した通話」を行うことが予定されてい

るが（構成要件１Ａ，１Ｃ），本件発明の中でインターネットとの接続に

ついて記載されている部分は，「インターネットに接続されたコンピュー

タ」のみであり，当該アダプタは，かかる「インターネットに接続された

コンピュータ」との「通信手段」を備えるとされていることからすれば，

特許請求の範囲の記載上，アダプタとは別個のものである「コンピュータ」

がまず直接インターネットに接続され，かかる「コンピュータ」との「通

信手段」によってアダプタが接続され，当該アダプタが備える「公衆回線

用電話機との接続手段」によって電話機が接続されるという構成が予定さ

れているというべきである。 

イ また，本件発明において，インターネットと直接接続されるのがコンピ

ュータとされていることは，発明の詳細な説明における記載からも明らか

である。 

すなわち，「本発明のアダプタは，通常家庭等で用いられている公衆回

線（一般回線）用の電話機を用い，この電話機とコンピュータの間に接続

されるものである。」（段落【０００８】）と記載されていることに加え

て，電話の受信時の処理手順につき，コンピュータ－アダプタ－電話機の

順で処理を行うものとされており（段落【０００９】），また，電話の発

呼時の処理手順についても，電話機－アダプタ－コンピュータの順で処理

を行った上でインターネットを介して発呼するものとされている（段落【０

０１１】，【００２９】及び【００３０】）。 

これらの記載から，インターネットに直接接続されているのはコンピュ

ータであることは明らかである。他方で，コンピュータがインターネット

に直接接続された構成以外の構成は一切開示されていない。 

   ウ 以上により，「インターネットに接続されたコンピュータ」とは，アダ

プタとは別個のものである，直接インターネットに接続された「コンピュ
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ータ」を意味する。 

(2) 「通信手段」の意義 

構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「インターネットに接続されたコンピュー

タとの通信手段」における「通信手段」とは，インターネットを介した通話

を行うために必要な信号・データを「コンピュータ」及び「アダプタ」との

間でやり取りするという意味での「通信」を行う機能を少なくとも有する通

信手段であると解すべきである。 

すなわち，本件発明には，「インターネットを介した通話を行うためのア

ダプタ」と記載されているから，アダプタが備える構成は，インターネット

を介した通話を行うための機能を少なくとも有するものでなければならない。

このことは，本件明細書等の段落【０００９】，【００１１】，【００２１】，

【００２２】，【００２９】，【００３０】及び【００３１】において，「コ

ンピュータ」がインターネットを介した音声等のやり取り，すなわちインタ

ーネットを介した通話を行うために必要な機能を発揮するものとされており，

また，「通信手段」が，「コンピュータ」がかかる機能を発揮するために必

要な信号・データ等のやり取りを「コンピュータ」と「アダプタ」との間で

行うためのものとされていることからも明らかである。 

したがって，「通信手段」とは，インターネットを介した通話を行うため

に必要な信号・データを「コンピュータ」と「アダプタ」との間でやり取り

するという意味での「通信」を行う機能を少なくとも有する通信手段を意味

する。 

(3) 構成要件充足性 

  ア 被告アダプタにおいては，「コンピュータ」に相当するパーソナルコン

ピュータは，被告アダプタを介してインターネットに接続されるのであり，

直接インターネットに接続されるものではない。したがって，被告アダプ

タは，前記(1)で述べた，直接インターネットに接続された「コンピュータ」
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との通信手段を有していないから，この点において，構成要件１Ｂ(c)及び

２Ｂ(c)を充足しない。 

イ また，被告アダプタにパーソナルコンピュータを接続することは，イン

ターネット電話機能を発揮するための要件ではなく，パーソナルコンピュ

ータが接続されていなくても，固定電話機を被告アダプタに接続すればイ

ンターネット電話として使用することができる。 

  実際，被告アダプタを流れる信号・データには，①電話機が通常のアナ

ログ回線を介した通話呼出・発呼及び通話を行うための信号・データ，②

電話機がインターネットを介した通話呼出・発呼及び通話を行うための信

号・データ及び③パーソナルコンピュータがインターネットを介したデー

タの送受信を行うための信号・データの３種類があるが，これらの３種類

の通信信号のうち，被告アダプタとパーソナルコンピュータとの間で行わ

れる通信は，上記③の信号の送受信のみであり，上記②の信号が被告アダ

プタとパーソナルコンピュータとの間で送受信されることはない。 

  このように，被告アダプタにおいて，コンピュータはインターネットを

介した通話を行うための機能を全く担っておらず，被告アダプタとコンピ

ュータとの通信手段も，インターネットを介した通話を行うために必要な

信号・データを被告アダプタとやり取りするという，本件発明の「通信手

段」が最低限有すべき機能を有していない。 

したがって，被告アダプタは，インターネットに接続されたコンピュー

タとの「通信手段」を備えておらず，この点においても，構成要件１Ｂ(c)

及び２Ｂ(c)を充足しない。 

２ 争点(1)イ（構成要件１Ｄの充足性）について 

 〔原告の主張〕 

  (1) 「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」の意義 

 広辞苑（第四版）によれば，「変換」とは「①かえること。かわること。」
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とされている。したがって，構成要件１Ｄ「相手方のＩＰアドレスを変換し

た番号」とは，相手方のＩＰアドレスを何らかの方法で「かえた」番号であ

るということになる。 

もっとも，本件発明１は，「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」をダ

イヤルすることによって相手方のＩＰアドレスを特定し，インターネットに

おける通話を可能にするものである。 

よって，「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」とは，相手方のＩＰア

ドレスを何らかの方法で「かえた」番号ではあるが，「その番号を利用する

ことによって相手方との間のインターネット接続に必要なＩＰアドレスを何

らかの方法によって特定することが可能となる番号」ということになる。 

  (2) 構成要件充足性 

被告アダプタにおいては，公衆回線用電話機において，「０５０」で始ま

る相手方のＩＰ電話番号をダイヤルすることにより発呼が可能であるところ，

この「０５０」で始まる電話番号は，相手方のＩＰアドレスそのものではな

いが，これをダイヤルすることにより相手方のＩＰアドレスが特定され，相

手方とのインターネット電話を可能にするものであるから，相手方のＩＰア

ドレスを何らかの方法で「かえた」番号であり，かつ，「その番号を利用す

ることによって相手方との間のインターネット接続に必要なＩＰアドレスを

何らかの方法によって特定することが可能となる番号」である。 

よって，被告アダプタにおける「０５０」で始まる電話番号は，構成要件

１Ｄの「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」に該当するから，被告アダ

プタは構成要件１Ｄを充足する。 

  (3) 被告の主張に対する反論 

   ア 被告は，「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」について，相手方の

ＩＰアドレスを構成する番号をもとに当該ＩＰアドレスのドット（「．」）

の部分を電話機でダイヤル可能な記号（「＃」や「＊」）に置き換えた番
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号に限定して解釈すべきと主張する。 

     しかし，構成要件１Ｄの文言は「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」

であり，その文言上ＩＰアドレスのドット（「．」）の部分を電話機でダ

イヤル可能な記号（「＃」や「＊」）に置き換えた番号に限定すべき根拠

はなく，被告が根拠とする本件明細書等の記載のうち，段落【００１０】

及び【００１１】には，そのように限定すべき根拠は何ら見いだすことは

できないし，段落【００２８】及び【００３０】の記載も，実施例の記載

にすぎない。 

   しかも，いかなる方法で相手方のＩＰアドレスを番号に変換するかは，

本件明細書等の記載に基づき，技術常識から当業者が適宜設計し得る事項

であり，その意味においても，本件明細書の実施例に限定されるべき根拠

はない。 

   イ 被告は，相手方の電話機を特定するために，その電話機に対応する「Ｖ

ｏＩＰ呼制御用識別番号」という，ＩＰアドレスを構成する番号とは何ら

関連性のない番号を用いているから，かかる点においても，「相手方のＩ

Ｐアドレスを変換した番号」に該当しないと主張する。 

しかし，被告アダプタにおいては，各々電話番号を異にする複数の電話

機を接続することが可能なアダプタは一つも存在しないから，被告アダプ

タにおいてＶｏＩＰ呼制御用識別番号が使用されているという，被告の上

記主張には全く裏付けがない。 

仮に被告のいうように被告アダプタにおいて相手方電話機を特定する番

号がＶｏＩＰ呼制御用識別番号であり，ＩＰアドレスがアダプタを特定す

るものであるとしても，ＶｏＩＰ呼制御用識別番号は相手先に各々電話番

号を異にする電話機が複数ある場合の電話機の特定用の番号であって，こ

の場合も相手先のＩＰアドレスは一つであると考えられるから（各々の電

話機の電話番号に同一のＩＰアドレスが割り当てられることになる。），
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電話番号とＩＰアドレスとは対応しており，その電話番号に架電すること

によって，相手方アダプタのＩＰアドレスが特定されてインターネット接

続が行われることになる。 

     したがって，被告アダプタにおいては，０５０電話番号によってＩＰア

ドレスが特定されているということができる。 

〔被告の主張〕 

 (1) 「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」の意義 

構成要件１Ｄは，本件発明１のインターネット電話用アダプタが，「相手

方のＩＰアドレスを変換した番号をダイヤルすることで発呼することを可能

とする」ことを規定する。 

この「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」の意義については，相手方

のＩＰアドレスを何らかの形で変更した番号であることが分かるところ，本

件明細書等の段落【００１０】，【００１１】，【００２８】及び【００３

０】において，ユーザがダイヤルする番号は，いずれも相手方のＩＰアドレ

スを構成する番号をもとにしており，当該ＩＰアドレスに対して行われる「変

換」（構成要件１Ｄ）又は「加工」（段落【００１０】）については，ＩＰ

アドレスを構成する番号のうち，電話機でダイヤルすることができない「ド

ット部分」を，電話機でダイヤル可能な記号に置換する態様のみが記載され

ている。他方，これ以外に相手方のＩＰアドレスの変換又は加工の態様に関

する記載が一切ない。 

そうすると，構成要件１Ｄにおける「相手方のＩＰアドレスを変換した番

号」とは，相手方のＩＰアドレスを構成する番号をもとに，当該ＩＰアドレ

スのドットの部分を電話機でダイヤル可能な記号に置換した番号をいうもの

と解される。 

  (2) 構成要件充足性 

    被告アダプタにおいて，発呼の際にダイヤルされる番号は「相手方の電話
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番号」そのものであって，そもそも，相手方のＩＰアドレスを何らかの形で

変更した番号ではないので，「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」に該

当しない。また，同様に，「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」が意味

する「相手方のＩＰアドレスを構成する番号をもとに，当該ＩＰアドレスの

ドットの部分を電話機でダイヤル可能な記号に置換した番号」に該当しない

ことも明白である。 

    さらに，被告アダプタにおいては，相手方の電話機を特定するために，「Ｉ

Ｐアドレス」ではなく，その電話機に対応する「ＶｏＩＰ呼制御用識別番号」

を用いており，この識別番号は，ＩＰアドレスを構成する番号とは何ら関連

性がないから，かかる点においても，被告アダプタが「相手方のＩＰアドレ

スを変換した番号」の構成に該当しないことは明白である。なお，ＩＰアド

レス情報は，（相手方電話機が接続された）アダプタを特定するものであっ

て，相手方電話機までを特定するものではなく，相手方電話機を特定するも

のはＶｏＩＰ呼制御用識別番号であるから，ＶｏＩＰ呼制御用識別番号は，

電話機が単数である場合か複数である場合かにかかわらず用いられる。 

よって，被告アダプタは，構成要件１Ｄを充足しない。 

  (3) 原告の主張に対する反論 

ア 原告は，「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」とは，その番号を利

用することによって相手方との間のインターネット接続に必要なＩＰアド

レスを何らかの方法により特定することが可能となる番号であれば足りる

と主張するが，本件明細書等に記載されているのは，相手方のＩＰアドレ

スを構成する番号のうち，電話機でダイヤルすることができない「ドット

部分」を電話機でダイヤル可能な記号に置換する態様のみであり，当該態

様以外の，ＩＰアドレスを特定するための方法・手段が，本件明細書等に

おいて当業者が実施できる程度に明確かつ十分に記載されているとは到底

いえないから，原告が主張するような拡大解釈は許されない。 
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イ 原告は，被告がＶｏＩＰ呼制御用識別番号を使用していないと主張する

が，そうであれば，原告において，被告アダプタの具体的な動作について，

自ら具体的証拠を持って立証すべきである。 

     また，原告は，発呼の際に「相手方のＩＰアドレスを変換した番号をダ

イヤルする」（各々の電話機の電話番号が一つのＩＰアドレスに変換され

る）ものであることに変わりはないと主張するが，「相手方のＩＰアドレ

スを変換した番号をダイヤルする」ことと｢各々の電話機の電話番号が一つ

のＩＰアドレスに変換される｣ことがなぜ同義であるのか，全く理由が不明

である。 

３ 争点(1)ウ（構成要件２Ｄの充足性）について 

 〔原告の主張〕 

  (1) 「相手方のＩＰアドレスを意味する番号」の意義 

    広辞苑（第四版）によれば，「意味」とは「①ある表現に対応し，それに

よって指示される内容。②ある言語形式によって示され，表される内容。ま

たは，その指し表し方の型。わけ。」とされている。したがって，構成要件

２Ｄの「相手方のＩＰアドレスを意味する番号」とは，相手方のＩＰアドレ

スを何らかの形で指示あるいは指し表す表現形式による番号であるというこ

とになる。 

もっとも，本件発明２は，「相手方のＩＰアドレスを意味する番号」をダ

イヤルすることによって相手方のＩＰアドレスを特定し，インターネットに

おける通話を可能にするものである。 

よって，構成要件２Ｄの「相手方のＩＰアドレスを意味する番号」の意義

は，単に，相手方のＩＰアドレスを何らかの形で指示あるいは指し表す表現

形式による番号というにとどまらず，「その番号を利用することによって相

手方との間のインターネット接続に必要なＩＰアドレスを何らかの方法によ

って特定することが可能となる番号」ということになる。 
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(2) 構成要件充足性 

被告アダプタにおける「０５０」で始まる電話番号は，相手方のＩＰアド

レスそのものではないが，これをダイヤルすることにより相手方のＩＰアド

レスが特定され，相手方とのインターネット電話を可能にするものであるか

ら，「その番号を利用することによって相手方との間のインターネット接続

に必要なＩＰアドレスを何らかの方法によって特定することが可能となる番

号」である。 

よって，被告アダプタにおける「０５０」で始まる電話番号は「相手方の

ＩＰアドレスを意味する番号」に該当するから，被告アダプタは構成要件２

Ｄを充足する。 

  (3) 被告の主張に対する反論 

    被告は，構成要件２Ｄに関し，被告アダプタは「相手方のＩＰアドレスを

意味する番号」をダイヤルするものではないと主張する。 

しかし，前記２〔原告の主張〕と同様の理由により，構成要件２Ｄの「相

手方のＩＰアドレスを意味する番号」は，ＩＰアドレスのドット（「．」）

の部分を電話機でダイヤル可能な記号（「＃」や「＊」）に置き換えた番号

に限定されるものではないし，被告アダプタが「相手方のＩＰアドレスを意

味する番号をダイヤルする」との構成を充たすことは明らかである。 

 〔被告の主張〕 

 (1) 「相手方のＩＰアドレスを意味する番号」の意義 

構成要件２Ｄは，「相手方のＩＰアドレスを意味する番号をダイヤルする

ことで発呼することを可能とする」と規定するが，「相手方のＩＰアドレス

を意味する番号」の意義については，前記２〔被告の主張〕と同様に，特許

請求の範囲及び本件明細書等の記載からすれば，構成要件１Ｄにおける「相

手方のＩＰアドレスを変換した番号」と同義，すなわち，相手方のＩＰアド

レスを構成する番号をもとに，当該ＩＰアドレスのドットの部分を電話機で
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ダイヤル可能な記号に置換した番号をいうものと解すべきである。 

(2) 構成要件充足性 

構成要件１Ｄについて主張したとおり，被告アダプタにおいては，そもそ

も，発呼の際にダイヤルされる番号は「相手方の電話番号」そのものであっ

て，相手方のＩＰアドレスを意味する番号ではないから，「相手方のＩＰア

ドレスを意味する番号」という特許請求の範囲の記載に該当しない。また，

同様に，「相手方のＩＰアドレスを意味する番号」が意味する「相手方のＩ

Ｐアドレスを構成する番号をもとに，当該ＩＰアドレスのドットの部分を電

話機でダイヤル可能な記号に置換した番号」に該当しないことも明白である。 

さらに，前記２〔被告の主張〕のとおり，被告アダプタは，相手方の電話

機を特定するためには，その電話機に対応する「ＶｏＩＰ呼制御用識別番号」

を用いているのであり，かかる点においても，被告アダプタで用いられる０

５０電話番号が「相手方のＩＰアドレスを意味する番号」に該当しないこと

は明白である。 

    したがって，被告アダプタは，「相手方のＩＰアドレスを意味する番号」

をダイヤルするものではないから，構成要件２Ｄを充足しない。 

４ 争点(1)エ（構成要件１Ｅ及び２Ｅの充足性）について 

 〔原告の主張〕 

構成要件１Ｅ及び２Ｅは，それぞれ構成要件１Ａないし１Ｄ又は構成要件２

Ａないし２Ｄの特徴を有するインターネット電話用アダプタであるところ，被

告アダプタは，上記各構成要件の特徴を有するインターネット電話用アダプタ

であるから，構成要件１Ｅ及び２Ｅをいずれも充足する。 

 〔被告の主張〕 

   被告アダプタは，前記のとおり，本件発明１の構成要件１Ｂ(c)及び１Ｄ，本

件発明２の構成要件２Ｂ(c)及び２Ｄを充足しないから，上記各構成要件の特徴

を有するインターネット電話用アダプタには当たらず，構成要件１Ｅ及び２Ｅ
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をいずれも充足しない。 

５ 争点(1)オ（均等侵害の成否）について 

 〔原告の主張〕 

  (1) 仮に，被告アダプタと本件発明との間に相違点があり，本件発明１の構成

要件１Ｂ(c)及び１Ｄ，本件発明２の構成要件２Ｂ(c)及び２Ｄを，文言上充

足しないとしても，次のとおり，最高裁平成１０年２月２４日第三小法廷判

決の示す均等論適用の５要件が充足されるから，被告アダプタと本件発明は

均等であり，被告アダプタは本件発明の技術的範囲に属する。 

(2) 第１要件（相違部分が特許発明の本質的部分ではないこと）について 

   ア 本件発明の課題は，従来のインターネット電話はコンピュータの１機能

としてのものであり，一般の電話機による電話とは概念も取扱いも異なり，

コンピュータの扱いに不慣れなものにとってとりつきにくいものであった

ことから，一般の電話機と同様の感覚で取り扱うことができるインターネ

ット電話を実現するという点にある（段落【０００４】及び【０００５】）。

そして，そのような課題を解決するための手段を特徴づける技術的原理は，

アダプタと公衆回線用電話機とを接続し，①通話呼出がなされた場合にア

ダプタが呼出信号を公衆回線用電話機に対して出力することにより電話機

が鳴り，ユーザが公衆回線用電話機の受話器を持ちあげて会話することが

でき（段落【０００９】，【００２２】，【００２３】及び【００２４】），

また，②発呼する場合には，公衆回線用電話機において相手方のＩＰアド

レスを変換した番号をダイヤルすることで発呼することができるものとし

（段落【００１０】ないし【００１３】，【００２６】ないし【００３２】），

これら①，②によって，一般の電話と同様に着信時に電話機自身のベルが

鳴り，通常の電話機と同様の操作でインターネット電話をかけることがで

き，ユーザがコンピュータを意識することなく，インターネット電話を使

用することができるようにする（段落【００３４】）という点にある。 
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    他方，被告アダプタにおいてパーソナルコンピュータが直接インターネ

ットに接続されていなくとも，また，被告アダプタとパーソナルコンピュ

ータとの間でインターネットを介した通話を行うために必要な信号・デー

タのやり取りがなされていない場合があり得るとしても，いずれにせよ，

被告アダプタにおいては，①通話呼出がなされた場合に被告アダプタが呼

出信号を公衆回線用電話機に対して出力することにより電話機が鳴り，ユ

ーザが公衆回線用電話機の受話器を持ちあげて会話することができ，また，

②発呼する場合には，公衆回線用電話機において「相手方のＩＰアドレス

を変換した番号」であるところの「０５０」で始まる番号をダイヤルする

ことで発呼することができ，これら①，②によって，一般の電話と同様に

着信時に電話機自身のベルが鳴り，通常の電話機と同様の操作でインター

ネット電話をかけることができ，ユーザがコンピュータを意識することな

く，インターネット電話を使用することができるようにするという効果を

奏するものである。 

     したがって，被告アダプタと本件発明との間に仮に上記のような相違点

があるとしても，両者は課題解決手段を基礎づける技術的原理において同

じであるから，両者の相違点は本質的部分に係る相違点であるということ

はできない。 

 イ 被告は，本件発明１の構成要件１Ｄについての相違部分は，本質的部分

の相違であると主張する。 

     しかし，本件発明１の本質的部分は，発呼する場合においては，電話機

で何らかの電話番号をダイヤルすることだけで相手方のＩＰアドレスが特

定され，インターネット接続が可能となることによって，通常の電話機と

同様の操作によってインターネット電話が可能であるという点にあるので

あり，被告アダプタにおいても，電話機で０５０電話番号をダイヤルする

ことだけで相手方のＩＰアドレスが特定され，インターネット接続が可能
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となることによって，通常の電話機と同様の操作によってインターネット

電話を可能としている。 

   したがって，番号がＩＰアドレスの「．」（ドット）を「＃」や「＊」

に置き換えたものであるか，０５０電話番号であるかの相違は本質的部分

の相違ではない。 

(3) 第２要件（相違部分を対象製品等におけるものと置き換えても特許発明の

目的を達成することができ同一の作用効果を奏するものであること）につい

て 

 ア 被告アダプタと本件発明に係るアダプタは，いずれも一般の電話と同様

に着信時に電話機自身のベルが鳴り，通常の電話機と同様の操作でインタ

ーネット電話をかけることができ，ユーザがコンピュータを意識すること

なく，インターネット電話を使用することができるようにするという，同

一の作用効果を奏するものであるから，本件発明における構成を被告アダ

プタの構成に置き換えたとしても，本件発明の目的を達することができ，

同一の作用効果を奏するものである。 

 イ 被告は，被告アダプタにおいては，パーソナルコンピュータとアダプタ

との間でインターネットを介した通話を行うために必要な信号・データを

やり取りしていないこと及び被告アダプタにおいてダイヤルされる番号は

ＩＰアドレスを構成するものとは何ら関連性がない番号であることから，

本件発明の構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)並びに構成要件１Ｄ及び２Ｄの構

成を被告アダプタのものに置き換えた場合には，インターネット電話とし

ての利用が不能となると主張する。 

しかしながら，被告アダプタにおいて現実にインターネット電話が可能

である以上，被告の主張は事実に反するものであって，失当である。 

(4) 第３要件（置き換えることに当該発明の属する技術分野の当業者が対象製

品等の製造等の時点において容易に想到することができたものであること）
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について 

   ア アダプタとコンピュータとインターネットとの相互の接続関係や，電話

機においてダイヤルする番号をどのようなものとするかについては，発明

の非本質的部分にかかる相違であり，被告アダプタの製造等の時点で当業

者が適宜選択することが可能であるから，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)並

びに構成要件１Ｄ及び２Ｄの構成を被告アダプタのものに置き換えること

は容易であるといえる。 

イ 構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「インターネットに接続されたコンピュ

ータとの通信手段」について，仮に，被告が主張するように，①接続の順

序は「インターネット→コンピュータ→アダプタ→電話機」の順を意味す

ると解し，また，②「通信手段」はコンピュータとアダプタとの間で「通

話を行うための」信号等のやり取りをする機能を有していなければならな

いと解して，これらの点を本件発明と被告アダプタとの間の相違点である

とみたとしても，上記①については，接続の順序を「インターネット→コ

ンピュータ→アダプタ→電話機」とするか，それとも例えば「インターネ

ット→アダプタ→コンピュータ→電話機」とするかという点は，機器間が

相互に接続され，結果として全体の機器間で通信が可能である以上は，全

体のシステムの機能に影響しない，機器の並べ方だけの問題であり，当業

者が適宜選択可能な設計事項にすぎないというべきである。 

なお，被告アダプタの構成が，アダプタに電話機とパーソナルコンピュ

ータを並列的に接続するものであったとしても，いずれにせよ，機器間が

相互に接続され，結果として全体の機器間で通信が可能である以上は，機

器の並べ方だけの問題であり，当業者が適宜選択可能な設計事項にすぎな

いことに変わりはない。 

ウ 構成要件１Ｄ及び２Ｄの「相手方のＩＰアドレスを変換した（意味する）

番号」について，仮に，被告が主張するように，「．」（ドット）の代わ
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りに「＃」や「＊」を用いた，例えば「１９２＃１６８＃１＃２＃」とい

った番号を指すと解して，この点を本件発明と被告アダプタとの相違点と

みたとしても，「１９２．１６８．１．２」という番号を何かほかの番号

に置き換えるルールは，当業者においていかようにも設定可能なのであり，

当業者が適宜選択可能な設計事項にすぎないものというべきである。 

エ よって，仮に本件発明と被告アダプタとの間に上記のような相違点があ

ると解する前提に立ったとしても，被告がＡＤＳＬサービスを開始し，被

告アダプタの譲渡等を開始した平成１３年９月１日当時において，上記相

違部分を被告アダプタのものに置き換えることは容易であったといえるか

ら，均等論の第３要件は充足される。 

(5) 第４要件（対象製品等が特許発明の特許出願時における公知技術と同一又

は当業者がこれから同出願時に容易に推考できたものではないこと）につい

て 

ア 本件発明は，特許庁における審査を経て新規性，進歩性を有するものと

して特許査定がなされているところ，被告アダプタは，かかる本件発明の

構成のうち，発明の非本質的部分である上記相違点に係る部分を置き換え

たにすぎないものであるから，被告アダプタを本件発明の出願時における

公知技術と同一であるとか，当業者がこれから容易に想到することができ

たということはできない。 

   イ 被告は，本件特許出願前に頒布された刊行物である特開平１１－２７５

０７０号公報（以下「乙１公報」という。）に記載された発明（以下「乙

１発明」という。）における「ルータ３」と「接続装置２」を合わせたも

のを被告アダプタに相当するものと評価することが可能であると主張する。 

しかし，後記６〔原告の主張〕のとおり，本件発明の進歩性を否定する

ことはできないところ，被告アダプタは，本件発明の構成のうち，発明の

非本質的部分にかかる相違を置き換えたものにすぎないのであるから，被
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告アダプタを乙１発明から容易に想到することができたとはいえない。 

(6) 第５要件（対象製品等が特許発明の特許出願手続において特許請求の範囲

から意識的に除外されたものに当たるなどの特段の事情のないこと）につい

て 

本件発明の特許請求の範囲から上記相違点に係る構成が意識的に除外され

たものに当たると解すべき特段の事情は認められない。 

 〔被告の主張〕 

  (1) 第１要件について 

   ア 原告は，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)と，構成要件１Ｄ及び２Ｄについ

て，被告アダプタと本件発明との間に仮に相違点があるとしても，その相

違点は本質的部分の相違点ではないと主張する。 

 そもそも本件特許権は無効理由を有する特許権であるが，仮に（本件特

許権の登録時における判断として）本件発明の本質的部分といい得る部分

が存在するとすれば，少なくとも本件発明１の構成要件１Ｄは，本件発明

の本質的部分に含まれるはずである。 

     すなわち，本件発明１の特許請求の範囲には，出願当初，構成要件１Ｄ

が記載されていなかったが，同出願に対し，特許庁により特許法２９条２

項を理由に拒絶理由通知が出されたことから，原告は，かかる拒絶理由を

回避することを目的として，新たに構成要件１Ｄを追加し，また，課題を

解決するための手段につき「相手方のＩＰアドレスを変換した番号をダイ

ヤルすることで発呼することを可能とする」という記載（段落【０００７】）

を追加する補正を行い，かかる補正の結果，本件発明１は特許査定を受け

るに至ったのである。 

このように，本件発明１は，構成要件１Ｄを含むがゆえに特許性を認め

る判断がなされたのであるから，少なくとも構成要件１Ｄは，課題解決の

ための手段を基礎づける技術的思想の中核的・特徴的部分に含まれるはず
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である。 

   イ 原告は，第１要件の主張において，本件発明の「課題を解決するための

手段を特徴づける技術的原理」として，「②発呼する場合には，公衆回線

用電話機において相手方のＩＰアドレスを変換した番号をダイヤルするこ

とで発呼することができる」ことを挙げ，被告アダプタが，「②発呼する

場合には，公衆回線用電話機において『相手方のＩＰアドレスを変換した

番号』であるところの『０５０』で始まる番号をダイヤルすることで発呼

することができ」ることから，被告アダプタと本件発明は「課題解決手段

を基礎づける技術的原理において同じ」であると主張する。 

しかし，原告は，均等論の前提として，「相手方のＩＰアドレスを変換

した番号」と「『０５０』で始まる電話番号」が相違することを相違点と

して挙げているのであるから，被告アダプタについて，「②・・・『相手

方のＩＰアドレスを変換した番号』であるところの『０５０』で始まる番

号を・・・」と主張することは，論理矛盾である。 

また，原告自身が，「公衆回線用電話機において相手方のＩＰアドレス

を変換した番号をダイヤルすることで発呼することができる」ことを，本

件発明の「課題を解決するための手段を特徴づける技術的原理」と認めて

いるのであるから，その「ＩＰアドレスを変換した番号」には当たらない

番号（０５０電話番号）をダイヤルする被告アダプタとの相違は，本質的

部分の相違であることを自認しているといえる。 

  (2) 第２要件について 

ア 構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)に係る相違部分 

インターネットを介した通話を行うために必要な信号・データを「コン

ピュータ」及び「アダプタ」との間でやり取りするという意味での「通信」

を行う機能を少なくとも有する「通信手段」であるという構成要件１Ｂ(c)

及び２Ｂ(c)の構成を，かかる機能を有しない「通信手段」に置き換えた場
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合，かかる構成のみでは，インターネットを介した通話を行うために必要

な信号・データがやり取りされなくなるのであるから，ユーザがインター

ネット電話をすること自体が不可能となるはずである。 

したがって，そのような構成では本件発明の目的を達することができず，

同一の作用効果を奏しないのであって，均等論の第２要件を満たさない。 

イ 構成要件１Ｄ及び２Ｄに係る相違部分 

被告アダプタにおいてダイヤルされるのは相手方の電話番号そのもので

あり，これはＩＰアドレスを構成する番号（「１９２＃１６８＃１＃２＃」

等）とは何ら関連性のない番号である。さらに，被告アダプタにおいては，

相手方の電話機を特定するために，その電話機に対応する「ＶｏＩＰ呼制

御用識別番号」という，ＩＰアドレスを構成する番号とは何ら関連性のな

い番号が用いられている。 

したがって，本件発明において，ダイヤルされるＩＰアドレスを構成す

る番号を，被告アダプタでダイヤルされる電話番号そのものに単に置き換

えただけでは，ダイヤルされた電話番号から相手方の電話機を特定するこ

とができず，発呼すること自体が不可能となる。したがって，この点にお

いても，置換可能性の要件を満たさない。 

  (3) 第３要件について 

   ア 構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)に係る相違部分 

原告は，「インターネットに接続されたコンピュータとの通信手段」に

ついて，その接続の順序を「インターネット→コンピュータ→アダプタ→

電話機」とするか，それとも例えば「インターネット→アダプタ→コンピ

ュータ→電話機」とするかという点は，当業者が適宜選択可能な設計事項

にすぎないと主張するが，被告アダプタにおいては，被告アダプタに電話

機とパーソナルコンピュータとが並列的に接続されるのであり，「インタ

ーネット→アダプタ→コンピュータ→電話機」などという接続にはなって
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いないから，原告の上記主張は，そもそも主張自体失当である。また，「当

業者が適宜選択可能な設計事項にすぎない」とする理由についても，「全

体の機器間で通信が可能」及び「全体のシステムの機能に影響しない」と

のごとく，極めて抽象的かつ漠然としたものであり，理由となっていない。 

なお，上記(2)アのとおり，そもそも，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の相

違点については，置換容易性の前提となる置換可能性すらない。 

イ 構成要件１Ｄ及び２Ｄに係る相違部分 

     原告は，構成要件１Ｄ及び２Ｄの「相手方のＩＰアドレスを変換した（意

味する）番号」について，これを本件発明と被告アダプタとの相違点とみ

たとしても，「１９２．１６８．１．２」という番号を何かほかの番号に

置き換えるルールは当業者においていかようにも設定可能なのであり，当

業者が適宜選択可能な設計事項にすぎないと主張するが，第３要件の充足

が認められるためには，上記相違点を被告アダプタにおける構成に置き換

えることが容易であると認められる必要があるところ，原告は，上記のと

おり，当業者においていかようにも設定可能であると主張するのみで，上

記相違点を，被告アダプタにおける構成に置き換えることについて，何ら

具体的な主張をしていないから，原告の主張は，均等論の第３要件の主張

の体をなしておらず，主張自体失当である。 

なお，上記(2)イのとおり，そもそも上記相違点については，置換容易性

の前提となる置換可能性すらない。 

  (4) 第４要件について 

ア 被告アダプタは，本件発明の特許出願時における公知技術から当業者が

同出願時に容易に推考できたものである。 

 すなわち，乙１公報には，「ルータ３」を介して「インターネット４」

に接続される「パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃ」，並びに，「接続装

置２」及び「ルータ３」を介して「インターネット４」に接続される「電
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話機１」が記載されている。 

当該記載において，「ルータ３」及び「接続装置２」を併せたものがま

さに被告アダプタに相当するものであると評価することもできるのであり，

これらを併せることは当業者が容易に想到できたといえるから，当該記載

に基づいて，被告アダプタに，インターネットに直接接続されないパーソ

ナルコンピュータとの通信手段を設けることは，当業者が容易に想到でき

たものである。 

さらに，乙１公報には，「接続装置２」が「通話相手の電話番号」をダ

イヤルすることで発呼することを可能にすることが記載されており，当該

記載に基づいて，被告アダプタにおいて，「『０５０』で始まる電話番号

をダイヤルすることでインターネット電話を実現する」ことも，当業者が

容易に想到できたものである。 

  以上から，被告アダプタは，本件発明の特許出願時における公知技術か

ら当業者が同出願時に容易に推考できたものであることは明らかであり，

第４要件を満たさない。 

   イ この点に関して原告は，第４要件についての主張の前提として，本件発

明が，特許庁における審査を経て新規性，進歩性を有するものとして特許

査定がなされていることを挙げて，被告アダプタを本件特許出願時におけ

る公知技術と同一であるとか，当業者がこれらから容易に想到することが

できたとはいえないと主張する。 

しかし，後述するように，本件発明は，乙１発明及び特許出願前に頒布

された刊行物である特開平１１－２２０５４９号公報（以下「乙２公報」

という。）に記載された発明（以下「乙２発明」という。）に基づいて当

業者が容易に発明をすることができたものであるから，原告の上記主張は，

そもそもその前提が誤っており失当である。 

６ 争点(2)（本件特許は特許無効審判により無効にされるべきものか否か）につ
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いて 

 〔被告の主張〕 

  (1) 本件発明は，その特許出願前に頒布された刊行物に記載された乙１発明と

乙２発明とに基づいて当業者が容易に発明することができたものであるから，

本件特許は，特許法２９条２項の規定に違反してされたものであり，特許無

効審判により無効にされるべきものである。 

  (2) 本件発明と乙１発明との対比 

   ア 構成要件１Ａ及び２Ａ 

  乙１発明には，「電話機１」をインターネットに接続して，「通常の電

話機と同様の操作によって通話相手と会話を行う」ための「接続装置２」

が開示されている（段落【００１１】，【００６３】，【００６７】及び

【図１】ないし【図３】）。ここで，「電話機１は，通常の電話機であり」

（段落【００１１】），「通常の電話機」が公衆回線を利用することは明

らかであるから，「電話機１」は「公衆回線用電話機」に相当する。 

  よって，乙１発明は，構成要件１Ａ及び２Ａの「公衆回線用電話機を用

いてインターネットを介した通話を行うためのアダプタ」を開示している。 

   イ 構成要件１Ｂ(a)及び２Ｂ(a) 

  乙１公報の段落【００３４】及び【図２】によれば，「接続装置２」が

「ＣＰＵ（Central Processing Unit）などによって構成されており，装置

の各部を制御する」「制御部２０ａ」を備えることが示されており，この

「制御部２０ａ」は，構成要件１Ｂ(a)及び２Ｂ(a)の「中央演算装置」に

相当するから，乙１発明には，構成要件１Ｂ(a)及び２Ｂ(a)が開示されて

いる。 

   ウ 構成要件１Ｂ(b)及び２Ｂ(b) 

 乙１公報の段落【００３６】及び【図２】に照らせば，「接続装置２」

の「呼び出し信号発生回路」は，「呼び出し信号（±７５Ｖ／１６Ｈｚの
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信号）を発生する」から，構成要件１Ｂ(b)及び２Ｂ(b)の「呼出信号発生

部」に相当する。 

したがって，乙１発明には，構成要件１Ｂ(b)及び２Ｂ(b)が開示されて

いる。 

エ 構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c) 

  乙１公報の【図１】ないし【図３】には，「ルータ３」が「インターネ

ット４」に接続されていることが示されている。また，乙１公報の段落【０

０１７】及び【００４３】の記載のとおり，このようなルーティング処理

を行う「ルータ３」が制御・演算装置（ＣＰＵ），記憶装置（ＲＡＭやＲ

ＯＭ等）及び入出力装置（インタフェース）を備えることは当業者にとっ

て明らかであるから，「インターネット４」に接続された「ルータ３」は，

構成要件１Ｂ(c)及び構成要件２Ｂ(c)の「インターネットに接続されたコ

ンピュータ」に相当する。 

  そして，乙１公報の【図１】ないし【図３】には，「接続装置２」が，

「ルータ３」と接続されていることが示されており，また，段落【００２

１】及び【００２８】などには，「接続装置２」が，インターネットを介

した通話を行うために必要な信号・データを「ルータ３」を介して送受信

することが記載されているから，乙１発明には，「接続装置２」が，「ル

ータ３」との通信手段を備えることが開示されている。 

  以上より，乙１発明には，「接続装置２」が「インターネットに接続さ

れたコンピュータ」に相当する「ルータ３」との通信手段を備えることが

開示されているから，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)が開示されている。 

   オ 構成要件１Ｂ(d)及び２Ｂ(d) 

 乙１公報の【図１】ないし【図３】には，「接続装置２」が「電話機１」

に接続されていることが示されており，乙１公報には，「接続装置２」が，

「電話機１」との接続手段を備えることが開示されている。ここで，「電
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話機１」が「公衆回線用電話機」に相当することは，前述のとおりである。 

したがって，乙１発明には，構成要件１Ｂ(d)及び２Ｂ(d)の「公衆回線

用電話機との接続手段」が開示されている。 

   カ 構成要件１Ｂ(e)及び２Ｂ(e) 

  乙１公報の【図２】及び段落【００３６】の記載に照らせば，「接続装

置２」の「オフフック検出回路」は，「電話機１の受話器がオフフックさ

れたことを検出する」から，構成要件１Ｂ(e)及び２Ｂ(e)の「オフフック

検出部」に相当する。 

したがって，乙１発明には，構成要件１Ｂ(e)及び２Ｂ(e)が開示されて

いる。 

   キ 構成要件１Ｂ(f)及び２Ｂ(f) 

 乙１公報の【図２】及び段落【００３８】の記載に照らせば，「接続装

置２」の「ＰＢ信号デコード部２０ｇ」は，ＤＴＭＦ信号を検出しており，

構成要件１Ｂ(f)及び２Ｂ(f)の「ＤＴＭＦ信号検出部」に相当する。 

したがって，乙１発明には，構成要件１Ｂ(f)及び２Ｂ(f)が開示されて

いる。 

   ク 構成要件１Ｂ(g)及び２Ｂ(g) 

 乙１公報の【図２】，段落【００３６】及び【００４６】の記載に照ら

せば，「接続装置２」の「発信音／呼び出し音発生回路」は，「電話機１

に対してダイアルトーン信号を出力する」から，構成要件１Ｂ(g)及び２Ｂ

(g)の「トーン発生部」に相当する。 

したがって，乙１発明には，構成要件１Ｂ(g)及び２Ｂ(g)が開示されて

いる。 

   ケ 構成要件１Ｃ及び２Ｃ 

  乙１公報には，「電話機１」からインターネットを介して「電話機８」

に通話呼出をする際の一連の処理が記載されているところ，その段落【０
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０１３】，【００３５】，【００４４】及び【００５０】の各記載に照ら

せば，「接続装置２」は，インターネットを介した呼出しがなされた場合，

「呼び出し信号発回路」において呼出信号を発生し，当該呼出信号を「電

話機１」に出力することが開示されている。ここで，前述のとおり，「電

話機１」は「公衆回線用電話機」に相当し，「呼び出し信号発生回路」は

「呼出信号発生部」に相当する。 

したがって，乙１発明には，構成要件１Ｃ及び２Ｃの「インターネット

を介した通話呼出がなされた場合に，前記呼出信号発生部において呼出信

号を発生し，該呼出信号を公衆回線用電話機に対して出力」する構成が開

示されている。 

   コ 構成要件１Ｄ及び２Ｄ 

  構成要件１Ｄ及び２Ｄは，「相手方のＩＰアドレスを変換した（意味す

る）番号をダイヤルすることで発呼することを可能とする」である。 

  乙１公報の段落【００１８】，【００４６】ないし【００５５】及び【図

４】には，「電話機１」で通話相手の電話番号が入力されると，「接続装

置２」が当該電話番号を「サーバ１０」に送信し，「サーバ１０」が当該

電話番号に対応する通話相手のＩＰアドレスを検索して「接続装置２」に

返送し，「接続装置２」が取得したＩＰアドレスに呼出音発生用制御コー

ドを送信することで，通話相手に発呼することが記載されている。 

すなわち，乙１発明には，「接続装置２」が「通話相手の電話番号」を

ダイヤルすることで発呼することを可能にすることが開示されている。 

  上記開示事項と構成要件１Ｄ及び２Ｄとを比較するに，乙１発明におい

ては発呼するためにダイヤルする番号が「通話相手の電話番号」であるの

に対し，構成要件１Ｄ及び２Ｄにおいては「相手方のＩＰアドレスを変換

した（意味する）番号」である点で相違し，その余はすべて一致する。 

  したがって，乙１発明には，同相違点を除き，構成要件１Ｄ及び２Ｄが
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開示されている。 

サ 構成要件１Ｅ及び２Ｅ 

  前述のとおり，乙１公報には，「電話機１」をインターネットに接続し

て，「通常の電話機と同様の操作によって通話相手と会話を行う」ための

「接続装置２」が記載されており，「接続装置２」は，構成要件１Ｅ及び

２Ｅの「インターネット電話用アダプタ」に相当する。 

したがって，乙１発明には，構成要件１Ｅ及び２Ｅが開示されている。 

   シ 小括 

 以上のとおり，乙１発明には，本件発明１の構成要件１Ａ，１Ｂ(a)ない

し(g)，１Ｃ，１Ｅ及び本件発明２の構成要件２Ａ，２Ｂ(a)ないし(g)，２

Ｃ，２Ｅの全てが開示されている。もっとも，構成要件１Ｄ及び２Ｄにつ

いては，「通話相手の電話番号」と「相手方のＩＰアドレスを変換した（意

味する）番号」（構成要件１Ｄ，２Ｄ）との相違点が認められる。 

しかしながら，同相違点に係る構成については，次に詳細を述べるよう

に，乙１発明及び乙２発明に基づいて，当業者が容易に想到できるもので

ある。 

  (3) 相違点に係る構成は当業者が容易に想到できるものであること 

   ア 乙２公報には，「電話機２」をインターネット及び公衆回線のいずれか

に選択的に接続し，「一般電話と同じ使用感覚でインタネット電話による

通話をする」ための「網切替装置３」が記載されている（段落【０００９】，

【００３４】及び【図１】，【図２】，【図４】）。そして，乙２公報の

段落【００２５】には，「電話機２」をインターネットに接続して発呼す

る際にダイヤルする番号として，「ＩＰアドレスの区切りのドット『．』

を『＃』または『＊』に置き換え」たものを用いることが記載されている。

本件明細書等の段落【００２８】記載のとおり，この「ＩＰアドレスの区

切りのドット『．』を『＃』または『＊』に置き換え」たものは，本件発
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明の構成要件１Ｄ及び２Ｄの「相手方のＩＰアドレスを変換した（意味す

る）番号」にほかならないから，乙２公報には，相手方のＩＰアドレスを

変換した（意味する）番号をダイヤルすることで発呼することを可能にす

ることが開示されている。 

  したがって，乙２発明には，構成要件１Ｄ及び２Ｄが開示されている。 

イ ここで，乙１公報（段落【０００５】ないし【０００７】）及び乙２公

報（段落【０００４】及び【０００６】）の各記載によれば，乙１発明と

乙２発明は，いずれも，マイクやスピーカをパーソナルコンピュータに接

続して通話を行うインターネット電話では操作性が悪いことに鑑みてなさ

れ，そして，電話機をインターネットに接続して操作性を向上させるため

の装置に関するものである点で互いに共通する。 

したがって，乙１発明に対して，乙２発明の上記構成を適用し，「通話

相手の電話番号」をダイヤルして発呼することに代えて，「相手方のＩＰ

アドレスを変換した（意味する）番号」をダイヤルして発呼するようにす

ることは，当業者であれば容易になし得たものである。 

  以上より，乙１発明と本件発明との間に，「通話相手の電話番号」と「相

手方のＩＰアドレスを変換した（意味する）番号」（構成要件１Ｄ，２Ｄ）

との相違点があったとしても，当業者であれば乙１発明及び乙２発明とに

基づいて，本件発明を容易に想到し得たことは明らかである。 

(4) 原告の主張に対する反論 

 ア 乙１公報の引例適格性について 

  (ｱ) プロトコルの方式 

原告は，乙１発明には，インターネット電話においては用いられるこ

とのないプロトコルであるＴＣＰ／ＩＰが用いられており，乙１発明を

実施したとしてもインターネット電話を実現することは不可能であるか

ら，乙１公報には引例としての適格性がないと主張している。 
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 しかし，原告の上記主張は，インターネットで用いられるプロトコル

群の総称である「ＴＣＰ／ＩＰ」と，当該「ＴＣＰ／ＩＰ」に含まれる

「ＴＣＰ」という個別のプロトコルとを混同するものである。すなわち，

「ＴＣＰ／ＩＰ」とは，「インターネットで使われている多数のプロト

コルの総称」であり，「ＴＣＰ」及び「ＵＤＰ」を含むものである。 

    そして，乙１公報の請求項１や段落【００１６】等は，音声信号の処

理を「ＴＣＰ／ＩＰ」に準拠して行うことを記載しているのであって，

音声信号の処理を「ＴＣＰ」と「ＵＤＰ」のいずれで行うのかについて

限定しているものではない。 

 なお付言するに，「ＴＣＰ／ＩＰ」は，１９８０年代初頭に仕様が決

定された周知のプロトコルであり，「通信特性により，ＴＣＰとＵＤＰ

はＩＰプロトコルの上で使い分けられ」ることは，当業者にとって一般

的な技術常識であるから，乙１公報において，音声信号の処理に「ＵＤ

Ｐ」を用いることが明記されていないことをもって，乙１公報の引例適

格性が否定されることはない。 

    (ｲ) バッファリング処理 

 原告は，乙１発明はインターネット電話に必須のバッファリング処理

を行っておらず，インターネット電話として成り立ち得ないものである

として，乙１公報に引例としての適格性がないと主張する。 

    しかし，当業者にとって，インターネット電話においてバッファリン

グ処理を行うことは一般的な技術常識にすぎず，たとえ乙１公報にバッ

ファリング処理についての記載がなかったとしても，乙１公報に記載の

インターネット電話の実施が否定されることはない。 

    しかも，乙１公報の段落【００３４】及び【００３５】には，「バッ

ファリング処理」及び「タイマ」に相当する機能を有する「メモリ２０

ｂ」，「タイマ２０ｃ」ついて記載されているから，この点からも原告
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の上記主張は失当である。 

なお付言するに，本件明細書等には，「バッファリング処理」及び「タ

イマ」についての記載が一切ない。したがって，バッファリング処理に

ついての記載がないことや，バッファリング処理を行うに当たって回線

速度を計測するためのタイマの記載がないことをもって，インターネッ

ト電話として成り立ち得ないものであるとする原告の主張が仮に認めら

れるのであれば，本件明細書等の発明の詳細な説明は，当業者が実施で

きる程度に明確かつ十分に記載されたものではなく，本件特許は，特許

法３６条４項１号の規定に基づく無効理由を有することになる。 

 イ 乙１発明による構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の開示について 

    (ｱ) 原告は，本件発明にいう「コンピュータ」とは，画面やキーボート等

を備え，ユーザによる操作の対象となるものであって，パーソナルコン

ピュータを意味すると主張する。 

しかし，本件発明には，「コンピュータ」に関し，文言上，「インタ

ーネットに接続された」との限定があるものの，原告の上記主張のよう

な限定は一切存在しない。そして，本件発明の属する技術分野において，

インターネットに接続されるコンピュータとして，「パーソナルコンピ

ュータ」以外にも，ルータやサーバ等が使用されていることは本件特許

出願時において当業者の一般的な技術常識であり，言い換えれば，イン

ターネットに接続されるコンピュータとして，「パーソナルコンピュー

タ」以外の態様が観念できない（使用されない）などということもない。 

    また，本件明細書等の実施の形態（段落【００１８】ないし【００３

４】並びに【図１】及び【図２】）には，本件発明の「コンピュータ」

の唯一の実施例として，「コンピュータ２」が記載されているが，この

「コンピュータ２」に係る記載（段落【００２０】ないし【００２２】

及び【００２９】）の中には，それが，「画面やキーボード等を備え，
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ユーザによる操作の対象となるパーソナルコンピュータ」であることは

一切記載されていない。 

そして，原告が引用する本件明細書等の段落【０００３】，【０００

４】，【０００９】，【００１０】及び【００１３】の各記載にしても，

本件発明のインターネットに接続されたコンピュータが，「画面やキー

ボード等を備え，ユーザによる操作の対象となるパーソナルコンピュー

タ」以外の形態であることを排除するものでもない。 

    以上より，本件発明の構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「コンピュータ」

を，「画面やキーボード等を備え，ユーザによる操作の対象となるパー

ソナルコンピュータ」に限定して解釈すべきとの原告の上記主張は失当

である。 

    (ｲ) また，仮に，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「コンピュータ」が「パ

ーソナルコンピュータ」に限定して解釈されるとしても，本件特許出願

時において，機器をインターネットに接続する手段として，パーソナル

コンピュータ，ルータ，サーバ等をネットワークの規模等に応じて適宜

選択して用いることは当業者にとって一般的な技術常識であるから，乙

１公報に記載の「ルータ３」に替えて，「パーソナルコンピュータ」を

用いることは，当業者であれば適宜なし得る設計変更にすぎない。 

    したがって，仮に，本件発明の１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「コンピュータ」

が「パーソナルコンピュータ」に限定して解釈されたとしても，当業者

であれば，乙１発明に基づいて，本件発明を容易に想到し得たことは明

らかである。 

(ｳ) 原告は，乙１公報について，「パーソナルコンピュータ５ａ」等と「電

話機１」がＬＡＮを形成している旨の記載があることを認めつつも，Ｌ

ＡＮを形成して端末相互間において通信がなされている旨の記載はない

と主張するが，ＬＡＮを形成した端末相互間において通信が可能なこと
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は当業者にとって自明である。また，乙１公報の段落【００２２】及び

【００６４】の，「接続装置２」とデータの送受信を行う「サーバ１０」

の機能を「パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃ」に代替してもよいとの

記載からも，乙１公報において，ＬＡＮを形成する「接続装置２」と「パ

ーソナルコンピュータ５ａ～５ｃ」との間で通信が可能であることは明

らかであるから，「接続装置２」と「パーソナルコンピュータ５ａ～５

ｃ」との間で通信がなされることは，乙１公報に記載されている。 

したがって，原告が主張するところの「コンピュータ」の解釈に従え

ば，乙１発明には，本件発明の構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「通信手

段」が開示されていることになる。しかも，原告は，構成要件１Ｂ(c)

及び２Ｂ(c)について，パーソナルコンピュータがアダプタを介してイン

ターネットに接続される形態を排除するものではないと主張しているの

であるから，かかる主張も前提とすれば，乙１発明には「インターネッ

トに接続されたコンピュータ」も開示されていることになり，結局，構

成要件１Ｂ(c)及び構成要件２Ｂ(c)の全ての構成が開示されていること

になる。 

 ウ 乙２発明による構成要件１Ｄ及び２Ｄの開示について 

 原告は，本件発明の「相手方のＩＰアドレスを変換した（意味する）番

号をダイヤル」（構成要件１Ｄ及び２Ｄ）が，ＩＰアドレスのドット「．」

の部分を「＃」や「＊」に置き換えた電話番号に限定されるものではなく，

「０５０」ではじまる電話番号などＩＰアドレスに対して割り振られる電

話番号を広く含むものであるから，乙２発明によっても同構成要件が開示

されていないと主張する。 

しかし，本件発明の構成要件１Ｄ及び２Ｄの「相手方のＩＰアドレスを

変換した（意味する）番号」が，本件明細書等の実施例に記載された「Ｉ

Ｐアドレスのドット部分を『＃』に変換したもの」を包含することは明ら
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かである（段落【００２８】）ところ，乙２公報には，「電話機２」をイ

ンターネットに接続して発呼する際にダイヤルする番号として，「ＩＰア

ドレスの区切りのドット『．』を『＃』または『＊』に置き換え」たもの

を用いることが記載されているから，乙２公報には，構成要件１Ｄ及び２

Ｄの「相手方のＩＰアドレスを変換した（意味する）番号」に含まれる「Ｉ

Ｐアドレスのドット部分を『＃』に変換したもの」と全く同一の態様が記

載されているのである。したがって，「相手方のＩＰアドレスを変換した

（意味する）番号」が上記の態様以外の態様を広く含むか否かにかかわら

ず，乙２発明には構成要件１Ｄ及び２Ｄが開示されていることには変わり

ないのであって，原告の上記主張は失当といわざるを得ない。 

   また，乙２公報には，「第３実施形態」として，「電話機２」をインタ

ーネットに接続して発呼する際にダイヤルする番号として，予めＩＰアド

レスと対応付けられている電話番号を使用できることが記載されているこ

と（段落【００２８】及び【００２９】）からしても，原告の上記主張は

誤りである。 

   なお付言するに，仮に，「本件発明１及び２においては，・・・ＩＰア

ドレスのドット『．』の部分を『＃』や『＊』に置き換えた電話番号に限

定されるものではなく，『０５０』ではじまる電話番号などＩＰアドレス

に対して割り振られる電話番号を広く含むものである。」との原告の主張

が認められるとすれば，乙１発明には，「接続装置２」が「通話相手の電

話番号」をダイヤルすることで発呼することを可能にすることが開示され

ているから，乙１発明には，構成要件１Ｄ及び２Ｄが全て開示されている

ことになり，本件特許は，特許法２９条１項３号の規定に基づく無効理由

を有することになる。 

 〔原告の主張〕 

  (1) 乙１公報が引例適格性を有しないこと 
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   ア 乙１発明がＴＣＰ／ＩＰを採用していること 

インターネットにおいては，ＯＳＩ参照モデルの第４層トランスポート

層におけるプロトコルとしてＴＣＰ／ＩＰ方式とＵＤＰ方式の二種類が存

在するが，このうち，ＴＣＰ／ＩＰ方式はパケットの送受信を確実に行う

ものであり伝送の信頼性は高いが転送速度が低いという特徴がある。他方，

ＵＤＰ方式は，パケット送受信に不確実性があり伝送の信頼性は低いが，

転送速度は高いという特徴がある。一般に，動画や音声など，大容量のデ

ータを転送にはＴＣＰ／ＩＰ方式は不向きでありＵＤＰ方式が用いられる。

特にインターネット電話においては，通話者間の会話を成り立たせるため

には，音声データをリアルタイムに伝達することが必要であり，伝送の確

実性よりも伝送のスピードが重視される。 

そのため，インターネット電話においてはＴＣＰ／ＩＰ方式ではなく，

ＵＤＰ方式が用いられる。この場合，ＵＤＰ方式によると，一部のパケッ

トが欠落したり遅延したりすることがあり得るが，バッファリング処理（複

数の機器やソフトウェアの間でデータをやり取りするときに，処理速度や

転送速度の差を補うためにデータを専用に設けられた記憶領域に一時的に

保存しておくこと）を行うことにより，通話者にとって不都合のない程度

にスムーズに音声の送受信を行うことが可能となる。 

この点，乙１公報の記載によれば，乙１発明における音声信号の処理に

は，インターネット電話においては用いられることのないプロトコルであ

るＴＣＰ／ＩＰ方式が用いられていることが明らかであるから，乙１発明

を実施したとしても，インターネット電話を実現することは不可能である。 

   イ 乙１公報にタイマやバッファリング処理の記載がないこと 

     乙１公報にはバッファリング処理についての記載が一切なく，またバッ

ファリング処理を行うにあたって回線速度を計測するためのタイマの記

載も全くない。 
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     したがって，乙１発明はインターネット電話（を含めリアルタイムの音

声伝達）に必須のバッファリング処理を行っていないことになる。この点

においても乙１発明はインターネット電話として成り立ち得ないもので

ある。 

ウ 以上のとおり，乙１発明はインターネット電話に不適なＴＣＰ／ＩＰ方

式を用いており，またバッファリング処理やこれに必要なタイマも備えて

いないものであるから，およそインターネット電話として機能し得ないも

のである。 

したがって，乙１発明は，そもそも，インターネット電話の発明である

本件発明に対する進歩性の引例としての適格性を有していないのであり，

乙１発明を基礎として本件発明の進歩性を否定することはできないという

べきである。 

エ 被告の主張に対する反論 

(ｱ) 被告は，乙１発明の「ＴＣＰ／ＩＰ」は，ＴＣＰやＵＤＰなどを含む

インターネットで用いられるプロトコルの総称であり，「ＴＣＰ／ＩＰ」

にはＵＤＰも含まれているから，乙１公報にＵＤＰとの明記がないこと

をもって，乙１発明の引例適格性が否定されることはないと主張する。 

確かに，ＯＳＩ基本参照モデルの第４層トランスポート層のプロトコ

ルとしてＴＣＰを採用し，この下位の第３層ネットワーク層におけるプ

ロトコルとしてＩＰを採用したプロトコルを「ＴＣＰ／ＩＰ」と称し（以

下「狭義のＴＣＰ／ＩＰ」という。），トランスポート層のプロトコル

としてＵＤＰを採用し，ネットワーク層におけるプロトコルとしてＩＰ

を採用したプロトコルを「ＵＤＰ／ＩＰ」と称することがあり，他方，

狭義のＴＣＰ／ＩＰがインターネットにおける代表的なプロトコルであ

るところから，狭義のＴＣＰ／ＩＰやＵＤＰ／ＩＰを含めたプロトコル

群を「ＴＣＰ／ＩＰ suite」又は「ＴＣＰ／ＩＰ」と称することがある
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（以下「広義のＴＣＰ／ＩＰ」という。）。 

    そこで，乙１発明にいう「ＴＣＰ／ＩＰ」が狭義と広義のいずれを意

味するかが問題となるが，乙１公報の段落【００１６】（「ＴＣＰ／Ｉ

Ｐ（・・・）に応じたデータ列（ＩＰパケット）」という用語を用いて

いること）及び段落【００５３】（「また，電話機８から伝送されてき

たデータ列は，ＴＣＰ／ＩＰインタフェース部２０ｋによって受信され，

音声信号処理部２０ｊによって伸張処理が施される。」）の各記載から

は，乙１発明における「ＴＣＰ／ＩＰ」は，狭義のＴＣＰ／ＩＰを意味

するものと解される。 

   また，乙１発明とほぼ同時期に，乙１発明と密接に関連する技術の発

明について，乙１発明の特許出願人が行った特許出願の公開特許公報（特

開平１１－３０８３７３号公報。以下「甲１４公報」といい，同公報に

記載された発明を「甲１４発明」という。）には，通話中に会話が途切

れたり，欠落したり，急激に著しく歪んだりするといった問題点及び通

話が不可能になるような場合は事前に報知され，会話を控える，重要な

会話を行わない等の対策を講じる必要性があるといった問題点が記載さ

れているが，これらの問題点はいずれも狭義のＴＣＰ／ＩＰに特有のも

のであって，高速処理が可能であるＵＤＰ／ＩＰにおいては，通常生じ

ないものである。したがって，甲１４公報における「ＴＣＰ／ＩＰ」は

狭義のＴＣＰ／ＩＰを意味すると考えられる。このように，乙１発明と

ほぼ同時期に出願され，かつ，乙１発明と密接に関連する技術について，

同出願人が「ＴＣＰ／ＩＰ」という用語を，狭義のＴＣＰ／ＩＰの意味

で用いていることからしても，乙１発明の「ＴＣＰ／ＩＰ」は，狭義の

ＴＣＰ／ＩＰを意味するものと考えられる。 

  (ｲ) 被告は（証拠略）を提出して，本件特許出願以前にインターネット電

話におけるバッファリング処理は技術常識であったと主張する。 
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      しかし，上記のとおり，乙１発明においては，インターネット電話と

しては実用に耐えないプロトコルであるＴＣＰ／ＩＰが用いられている

のであり，乙１発明を実施したとしても，インターネット電話を実現す

ることは不可能である。したがって，本件特許出願以前にインターネッ

ト電話におけるバッファリング処理が技術常識であったか否かにかかわ

りなく，乙１発明を基礎として本件発明の進歩性を否定することはでき

ないというべきである。 

(2) 本件発明と乙１発明との対比について 

ア 被告は，乙１発明には，本件発明のうち，構成要件１Ｄ及び２Ｄ以外の

全ての構成要件が開示されていると主張する。 

しかし，乙１発明は，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「インターネット

に接続されたコンピュータとの通信手段」を開示していない。この点，被

告は，乙１公報中の「ルータ３」が本件発明１及び２にいう「コンピュー

タ」に該当するとして，「ルータ３」は「インターネット」に接続されて

いるから，乙１発明は「インターネットに接続されたコンピュータ」を開

示していると主張するが，乙１発明の「ルータ３」は本件発明１及び２に

いう「コンピュータ」とはいえない。 

     すなわち，本件明細書等の段落【０００３】，【０００４】，【０００

９】，【００１０】及び【００１３】の各記載からすると，本件発明にい

う「コンピュータ」とは，画面やキーボード等を備え，ユーザによる操作

の対象となるものであるから，要するにパーソナルコンピュータを意味す

るものといえる。他方，乙１公報の段落【００４２】ないし【００４４】

の各記載からすると，乙１発明の「ルータ３」は，ＬＡＮを構成する複数

の端末（電話機やパーソナルコンピュータ）をインターネット回線に接続

するために必要な処理を行う装置であるにすぎず，ハブ（集線装置）によ

り代用することも可能なものであるから，パーソナルコンピュータでない
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ことは明らかである。 

したがって，乙１発明の「ルータ３」は本件発明にいう「コンピュータ」

ではないので，乙１発明によって「インターネットに接続されたコンピュ

ータ」（構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)）が開示されているとはいえない。 

イ また，乙１発明の「ルータ３」が本件発明にいう「コンピュータ」に当

たらないとしても，乙１発明の「パーソナルコンピュータ５ａ」等が本件

発明の「コンピュータ」に該当するとして，結局，乙１発明により「イン

ターネットに接続されたコンピュータ」が開示されていることになるとの

再反論があり得る。 

しかし，乙１公報によると，「パーソナルコンピュータ５ａ」等は「ル

ータ３」に接続されており，「電話機１」は「接続装置２」を介して「ル

ータ３」に接続され，「パーソナルコンピュータ５ａ」等と「電話機１」

がＬＡＮを形成している旨の記載があるが（段落【００４２】及び【図３】），

ＬＡＮを形成して端末相互間において通信がなされている旨の記載はない

から，乙１発明における「パーソナルコンピュータ５ａ」等を本件発明に

いう「コンピュータ」に当たるものと解したとしても，乙１発明には「パ

ーソナルコンピュータ５ａ」等と，本件発明にいう「アダプタ」であると

ころの「接続装置２」との間の「通信手段」（構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)）

が開示されていないことになる。 

ウ 以上のとおり，乙１発明は，本件発明１及び２の構成要件１Ｄ及び２Ｄ

のみならず，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「インターネットに接続され

たコンピュータとの通信手段」も開示していない。 

   エ 被告の主張に対する反論 

    (ｱ) 被告は，乙１発明に開示されている「ルータ３」を本件発明の構成要

件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「コンピュータ」に置き換えることは当業者で

あれば適宜なし得る設計変更にすぎないと主張する。 
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しかし，ルータとは，データを中継する機器であり，受信したデータ

をどの経路に転送すべきかを判断する経路選択機能を有する機器である

ところ，パーソナルコンピュータは，データの中継やデータ転送経路の

選択をさせることを目的とした機器ではなく，当然にはデータ中継機能

やデータ転送経路の選択機能を持つものではない。すなわち，パーソナ

ルコンピュータはそれ自体としてはルータの代替となる機能を有する機

器ではない。したがって，乙１発明において，「ルータ３」を「パーソ

ナルコンピュータ」に置き換えることが当業者であれば適宜なし得る設

計変更にすぎないとはいえない。 

(ｲ) 被告は，乙１発明において，「接続装置２」と「パーソナルコンピュ

ータ５ａ～５ｃ」との間の通信が可能であることは明らかであると主張

する。 

      しかし，乙１発明は，「接続装置２」を介して通常の「電話機１」を

インターネットに接続することにより，パーソナルコンピュータに相手

方のＩＰアドレスを入力する操作ではなく，通常の電話機の操作によっ

て，従来の電話と同等のサービスを提供することを可能とすることを目

的とする発明である（段落【０００６】及び【０００７】）から，乙１

発明においては，「電話機１」を操作して，「接続装置２」や「ルータ

３」を介して，「パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃ」に何らかの動作

や処理をさせたり，あるいは逆に，「パーソナルコンピュータ５ａ～５

ｃ」を操作して，「ルータ３」及び「接続装置２」を介して，「電話機

１」に何らかの動作や処理をさせることは，一切想定されていない。 

      そうである以上，乙１発明に「パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃ」

と「電話機１」がＬＡＮを形成しているとの記載（段落【００４２】）

があったとしても，「接続装置２」と「パーソナルコンピュータ５ａ～

５ｃ」との間で通信を行う機能があるとはいえない。 
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(3) 乙２発明について 

乙２発明は，乙２公報の【要約】欄にもあるとおり，インターネット電話

と公衆回線電話との網切替を行う技術であり，ＩＰアドレスのドット「．」

の部分を「♯」や「＊」に置き換えた電話番号を用いて網切替制御装置が「＃」

や「＊」の入力を認識することによって行う網切替が行われる発明である。

したがって，乙２発明はＩＰアドレスのドット「．」の部分を「♯」や「＊」

に置き換えた電話番号に限定される。 

これに対し，本件発明においては，「相手方のＩＰアドレスを変換した（意

味する）番号」であって，これは，ＩＰアドレスのドット「．」の部分を「♯」

や「＊」に置き換えた電話番号に限定されるものではなく，「０５０」で始

まる電話番号などＩＰアドレスに対して割り振られる電話番号を広く含むも

のである。 

したがって，乙２発明によっても「相手方のＩＰアドレスを変換した（意

味する）番号をダイヤル」（構成要件１Ｄ及び２Ｄ）は開示されていないも

のというべきである。 

  (4) 小括 

以上のとおり，乙１発明は，およそインターネット電話として成立し得な

いものであって引例としての適格性を有せず，かつ，構成要件１Ｄ及び２Ｄ

のほか，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「インターネットに接続されたコン

ピュータとの通信手段」を開示しておらず，また，乙２発明によっても構成

要件１Ｄ及び２Ｄが開示されているということはできない。 

したがって，乙１発明と乙２発明を組み合わせても本件発明を容易想到で

あるということはできないから，本件特許は特許無効審判によって無効にさ

れるべきものとはいえない。 

７ 争点(3)（損害の発生及びその額）について 

〔原告の主張〕 
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 (1) 被告アダプタは本件発明１及び２の技術的範囲に属するものであるから，

被告が業として被告アダプタを有償で譲渡し若しくは貸与し，又はその申し

出を行う行為は，本件特許権の侵害行為である。 

よって，原告は被告に対し，本件特許権の侵害に基づく損害賠償請求権を

有する。 

(2) 特許法１０２条３項による損害額 

ア 被告の得た利益 

被告は，被告のＡＤＳＬサービスの利用者に対し，被告アダプタを貸与

している（なお，被告は，被告アダプタの譲渡も行っているが，その数は

ごくわずかであると推測される。）ところ，本件特許登録の日である平成

２１年１０月３０日から本件訴えの提起直前の平成２２年１２月３１日ま

での間の被告ＡＤＳＬサービスの契約者数は，３７６万９０００件を下回

るものではないと考えられる。 

また，被告ＡＤＳＬサービスにおける月額のモデムレンタル料はサービ

スタイプによって１３５４円，１０３９円，９３４円及び７２４円である

ところ，その相加平均は１０１３円（１円に満たない端数を切上げ）であ

る。 

よって，本件特許登録の日である平成２１年１０月３０日の翌々日であ

る同年１１月１日から平成２２年１２月３１日までの間に被告が得たレン

タル料収入は，５３４億５１９５万８０００円（１０１３円×３７６万９

０００件×１４か月）を下回るものではない。 

   イ 原告が受けるべき金銭の額 

原告が本件発明１及び２の実施により受けるべき金銭の額は，被告が得

た上記レンタル料収入５３４億５１９５万８０００円に対して５％の割合

を乗じた２６億７２５９万７９００円を下回らない。 

     よって，原告は，被告に対し，２６億７２５９万７９００円を，原告が
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受けた損害の額としてその賠償を請求することができる。（特許法１０２

条３項） 

(3) 弁護士費用 

    被告による本件特許権の侵害行為と相当因果関係のある弁護士費用の損害

は，５０００万円を下回らない。 

(4) 小括 

    以上により，原告は，被告に対し，本件特許権の侵害による損害賠償金と

して，計２７億２２５９万７９００円を請求することができる。 

よって，原告は，被告に対し，民法７０９条及び特許法１０２条３項に基

づき，本件特許権の侵害による損害賠償金２７億２２５９万７９００円の一

部である金１億円及びこれに対する訴状送達の日の翌日から支払済みまで民

法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める。 

 〔被告の主張〕 

   被告が，被告のＡＤＳＬサービスの利用者に対し，被告アダプタを貸与し，

又は譲渡を行っていることは認めるが，その余は全て否認ないし争う。 

第４ 当裁判所の判断 

 １ 本件発明の意義 

   本件特許に係る特許請求の範囲請求項１及び２の各記載並びに本件明細書等

の段落【０００３】，【０００４】，【０００６】及び【００３４】の各記載

によれば，本件発明は，インターネットを介して音声通話を行うインターネッ

ト電話が，従来，あくまでパーソナルコンピュータの一つの機能として捉えら

れており，従来の電話とは，概念も取扱いも異なるため，コンピュータの取扱

いに不慣れな者にとっては，とりつきにくいものであったことから，かかる課

題を解決するために，従来の電話機をそのまま使用して，従来の電話機と同様

の感覚でなし得るインターネット電話を実現し得るアダプタを用いることによ

って，一般の電話と同様に，着信時には電話機自身のベルが鳴り，また，発呼
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においても，ユーザが，通常の電話機と同様の操作のみで，インターネット電

話をかけることができるようにするために，インターネット電話用アダプタに

ついて，特許請求の範囲請求項１又は２に記載された構成とした発明である，

と認められる。 

２ 争点(1)ア（構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の充足性）について 

  (1) 「インターネットに接続されたコンピュータとの通信手段」の意義 

   ア 上記１のとおり，本件発明は，インターネット電話を実現するためのア

ダプタに関する発明であると認められるところ，本件発明においては，上

記１に記載した課題を解決するための構成として，構成要件１Ａ及び２Ａ

で，それぞれ「公衆回線用電話機を用いてインターネットを介した通話を

行うためのアダプタであって，」と規定した上，それに続いて，構成要件

１Ｂ(a)ないし(g)及び構成要件２Ｂ(a)ないし(g)において，「中央演算装

置と，」「呼出信号発生部と，」「インターネットに接続されたコンピュ

ータとの通信手段と，」「公衆回線用電話機との接続手段と，」「オフフ

ック検出部と，」「ＤＴＭＦ信号検出部と，」「トーン発生部と，を備え，」

と，同アダプタが備えるべき構成を規定していることからすれば，構成要

件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「インターネットに接続されたコンピュータとの

通信手段」は，文言解釈上，公衆回線用電話機を用いてインターネットを

介した通話を行うための必須の構成として規定されたものと認められる。 

     そうすると，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)の「通信手段」は，公衆回線

用電話機を用いたインターネット電話を行うための機能を担っているもの

であって，「インターネットに接続されたコンピュータ」との間において，

インターネットを介した通話を行うために必要な信号・データの通信を行

うことを当然の前提とした通信手段を意味するものと解するのが相当であ

る。       

     そして，上記解釈は本件明細書等の記載を考慮することによっても裏付
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けられる。すなわち，本件明細書等には，アダプタとコンピュータとの接

続ないし通信について，「本発明のアダプタは，通常家庭等で用いられて

いる公衆回線（一般回線）用の電話機を用い，この電話機とコンピュータ

の間に接続されるものである。すなわち，コンピュータと本発明のアダプ

タはたとえばシリアル通信等の通信手段により接続され，・・・」（段落

【０００８】），「コンピュータ２上で動作する制御ソフトウェア６０が，

インターネットからの呼出を検出すると（Ｓ２０１），同ソフトウェアは，

シリアルポート１１に信号を出力，アダプタ１はこれを受信する」（段落

【００２２】），「アダプタ１は，コンピュータ２（制御ソフトウェア６

０）に対し，当該番号を送信する」（段落【００２９】）などと記載され

ており，これらの記載は，本件発明においては，インターネットに接続さ

れたコンピュータが，アダプタとの間で，公衆回線用電話機を用いてイン

ターネットを介した通話を行うために必要な信号・データの通信について

重要な役割を担うことが前提とされていると認められる。 

   イ この点に関して原告は，この「通信手段」は，コンピュータとアダプタ

との間で通信を行うための「手段」が設けられていることをもって足り，

インターネットを介した通話を行うために必要な信号・データをやり取り

するという意味での「通信手段」に限定されないと主張する。 

しかし，本件発明は，本件発明に係るアダプタが「インターネットに接

続されたコンピュータとの通信手段」を備えることを要件としている（構

成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)）ところ，原告が主張するように，この「通信

手段」が，公衆回線用電話機を用いてインターネットを介した通話を行う

との本件発明の目的の達成に不必要なものであるとすれば，そもそも，こ

れを本件発明の構成要件とする必要はないはずである。本件発明に，あえ

て「コンピュータとの通信手段」と規定されている以上，その構成要件は，

本件発明の目的を達するために設けられたものと解すべきであるから，原
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告の上記主張は採用することができない。 

また，原告は，特許請求の範囲請求項１及び２の文言は，「通信手段」

と規定されているにすぎず，被告が指摘する本件明細書等の記載も，単な

る実施例の記載にすぎないから，これを限定して解釈すべきではないと主

張する。 

     しかし，特許請求の範囲に記載された用語の意義は，明細書の記載及び

図面を考慮して解釈すべきものである（特許法７０条２項）から，特許請

求の範囲の用語の意義を解釈するに当たって明細書の記載及び図面を考慮

することは当然に許されるところ，上記アのとおり，本件発明における「通

信手段」を，公衆回線用電話機を用いたインターネット電話を行うための

機能を担っているものであって，「インターネットに接続されたコンピュ

ータ」との間において，インターネットを介した通話を行うために必要な

信号・データの通信を行うことを当然の前提とした通信手段と解すべきこ

とは，特許請求の範囲請求項１及び２に記載された文言の構成上明らかで

あって，本件明細書等の段落【０００８】，【００２２】及び【００２９】

の上記各記載はその解釈を裏付ける記載であるにすぎず，上記解釈は本件

発明の技術的範囲を本件明細書等に記載された実施例に限定するものでは

ない。 

かえって，本件明細書等を子細に検討しても，本件発明のアダプタが有

するコンピュータとの通信手段が，インターネットを介した通話を行うた

めに必要な信号・データの通信を行うものではないことをうかがわせる記

載は見いだせないから，原告の主張する解釈は，特許請求の範囲に記載さ

れた文言に反して特許発明の技術的範囲を明細書及び図面にも記載されて

いない範囲に不当に拡張するものであるといわざるを得ない。 

したがって，原告の上記主張は採用することができない。 

(2) 被告アダプタの構成要件充足性 
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 ア 前記第２，２(6)によれば，被告アダプタは，パーソナルコンピュータと

接続可能なＬＡＮポートを有していることが認められ（別紙被告アダプタ

説明書１ないし３参照），また，証拠（略）によれば，同ＬＡＮポートを

介して被告アダプタに接続されたパーソナルコンピュータは，インターネ

ットを利用したデータ通信を行うことができることが認められる。 

しかし，証拠（略）によれば，被告アダプタは，上記ＬＡＮポートにパ

ーソナルコンピュータを接続しない状態でも，被告アダプタに接続された

電話機を用いて，インターネット電話を利用することができることが認め

られ，また，上記ＬＡＮポートにパーソナルコンピュータを接続した場合

でも，被告アダプタとパーソナルコンピュータとの間では，インターネッ

ト電話用の信号の送受信は行われないことが認められる。 

    そうすると，被告アダプタのＬＡＮポートは，インターネットに接続さ

れたコンピュータとの間で通信するための手段ではあるものの，そこで用

いられる「通信手段」は，インターネット電話用の通信手段ではなく，同

ＬＡＮポート自体は，公衆回線用電話機を用いたインターネット電話を行

うための機能を何ら担っていないことになるから，同ＬＡＮポートは，本

件発明における「インターネットに接続されたコンピュータとの通信手段」

には当たらないというべきである。 

  イ よって，被告アダプタは，本件発明の構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)を充

足しない。 

そうすると，その余の構成要件の充足性を判断するまでもなく，被告ア

ダプタは，文言上，本件発明の技術的範囲に属しないものと認められる。 

３ 争点(1)オ（均等侵害の成否）について 

 (1) 均等論 

原告は，仮に，被告アダプタと本件発明との間に相違点があり，被告アダ

プタが，本件発明１の構成要件１Ｂ(c)及び１Ｄ，本件発明２の２Ｂ(c)及び
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２Ｄを，それぞれ文言上充足しないとしても，被告アダプタと本件発明は均

等であり，被告アダプタは本件発明の技術的範囲に属すると主張する。 

   この点，特許発明に係る特許請求の範囲に記載された構成中に相手方が製

造等する製品（以下「対象製品」という。）と異なる部分が存する場合であ

っても，①当該部分が特許発明の本質的部分ではなく，②当該部分を対象製

品におけるものと置き換えても，特許発明の目的を達することができ，同一

の作用効果を奏するものであって，③そのように置き換えることに，当業者

が，対象製品の製造等の時点において容易に想到することができたものであ

り，④対象製品が，特許発明の特許出願時における公知技術と同一又は当業

者がこれからその出願時に容易に推考できたものではなく，かつ，⑤対象製

品が特許発明の特許出願手続において特許請求の範囲から意識的に除外され

たなどの特段の事情もないときは，その対象製品は，同特許請求の範囲に記

載された構成と均等なものとして，特許発明の技術的範囲に属するものと解

するのが相当である（最高裁平成１０年２月２４日第三小法廷判決・平成６

年（オ）第１０８３号，民集５２巻１号１１３頁参照）。 

 (2) 第４要件について 

ア 事案に鑑み，まず，上記(1)の④の要件（以下「第４要件」という。）に

ついて検討する。 

  本件発明の出願前である平成１１年１０月８日に公開された乙１公報に

は，以下の記載がある。 

 ・「本発明は・・・，通常の電話機をインターネットに接続し，従来の電

話と同等のサービスを提供することが可能な接続装置を提供することを

目的とする。」（段落【０００７】） 

 ・「電話機１は，通常の電話機であり，通話相手の電話番号が入力される

プッシュボタンまたはダイアル，・・・などから構成されている」（段

落【００１１】） 



   

53

 ・「電話機制御手段２ａは，電話機１から出力される制御信号（例えば，

加入者線交換機を呼び出すための発呼信号や通話相手を選択するための

選択信号等）に応じた処理を行うとともに，電話機１に対して所定の制

御信号（例えば，通話相手から呼び出しがなされたことを示す呼び出し

信号やオフフックされたことを示す発信音等）を送って電話機１を制御

する。」（段落【００１３】） 

・「・・・ルータ３は，接続装置２をインターネット４に対して接続し，

これらの間でデータの授受が可能となるようにする。・・・」（段落【０

０１７】） 

 ・「制御部２０ａは，ＣＰＵ（Central Processing Unit）などによって構

成されており，装置の各部を制御する。」（段落【００３４】） 

 ・「電話機制御部２０ｄは，電話機１の受話器がオフフックされたことを

検出するオフフック検出回路，呼び出し信号（±７５Ｖ／１６Ｈｚの信

号）を発生する呼び出し信号発生回路，および，発信音や呼び出し音な

どを発生する発信音／呼び出し音発生回路などによって構成されており，

電話機１から供給される制御信号を入力して所定の処理を実行するとと

もに，電話機１に対して制御信号を供給して所定の処理を実行させる。」

（段落【００３６】） 

 ・「スイッチ２０ｅは，電話機１がプッシュボタン式の場合（または，電

話機１から出力される信号がＰＢ信号である場合）にはその接続を右側

とし，・・・」（段落【００３７】） 

・「ＰＢ信号デコード部２０ｇは，スイッチ２０ｅを介して電話機１から

供給されたＰＢ信号を入力して，対応するコードに変換する。」（段落

【００３８】） 

・「この図において，パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃは，ルータ３を

介してインターネット４に接続されている。電話機１は，接続装置２お
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よびルータ３を介してインターネット４に接続されている。なお，コン

ピュータ５ａ～５ｃおよび電話機１はＬＡＮ（Local Area Network）を

形成している。」（段落【００４２】） 

・「ルータ３は，パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃおよび電話機１によ

って構成されるＬＡＮと，パーソナルコンピュータ９ａ～９ｃおよび電

話機８によって構成されるＬＡＮとを相互に接続するために必要な処理

を行う。」（段落【００４３】） 

・「ルータ３，６の代わりに，ハブ（集線装置）を用いるようにしてもよ

い。」（段落【００４４】） 

 ・「電話機制御部２０ｄは，電話機１に対してダイアルトーン信号を出力

する。・・・ＤＰ信号デコード部２０ｆまたはＰＢ信号デコード部２０

ｇは，電話機１から出力された電話番号（通話相手の電話番号）を入力

する。」（段落【００４６】 

・「通話相手が図３に示す電話機８である場合には，この電話機８に対し

て呼び出し音発生用制御コードが送信される。その結果，電話機８側の

接続装置７では，ＴＣＰ／ＩＰインタフェース部がこのデータを受信し，

制御部がこの制御コードに応じて電話機制御部を制御することにより，

電話機８が呼び出し音を発生することになる。」（段落【００５０】） 

イ 上記アの各記載によれば，乙１発明は，通常の電話機をインターネット

に接続し，従来の電話と同等のサービスを提供することが可能な接続装置

に関する発明であるところ（段落【０００７】），その接続装置は，ＣＰ

Ｕなどで構成されていて装置の各部を制御する制御部２０ａ（段落【００

３４】）と，オフフックされたことを検出するオフフック検出回路や呼出

信号を発生する呼出信号発生回路からなり，電話機に対してダイアルトー

ン信号を出力する電話機制御部２０ｄ（段落【００３６】及び【００４６】）

と，プッシュボタン式の電話機から出力されるＰＢ信号を入力して，対応
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するコードに変換するＰＢ信号デコード部２０ｇ（段落【００３７】及び

【００３８】）をそれぞれ備えており，通話相手から呼出しがなされた場

合，電話機に対して，呼出しがなされたことを示す呼出信号を送って電話

機を制御すること（段落【００１３】，【００３６】及び【００５０】）

が，それぞれ認められる。また，乙１公報の【図１】ないし【図３】によ

れば，乙１発明に係る接続装置が，電話機との接続手段を有していること

が明らかである。さらに，乙１発明においては，電話機で，通話相手の電

話番号を入力することで，通話が可能になる（段落【００１１】及び【０

０４６】並びに【図４】）。 

  また，乙１公報の段落【００１７】及び【００４４】並びに【図１】及

び【図２】には，接続装置が，ルータ又はハブを介して，インターネット

に接続されることが開示されている。 

ウ 前記第２，２(6)のとおり，被告アダプタが，本件発明の構成要件のうち，

構成要件１Ａ，１Ｂ(a)，(b)，(d)ないし(g)，１Ｃ及び構成要件２Ａ ，２

Ｂ(a)，(b)，(d)ないし(g)，２Ｃに相当する構成，すなわち，公衆回線用

電話機を用いてインターネットを介した通話を行うためのアダプタであっ

て（構成要件１Ａ，２Ａ），中央演算装置と（同１Ｂ(a)，２Ｂ(a)），呼

出信号発生部と（同１Ｂ(b)，２Ｂ(b)），公衆回線用電話機との接続手段

と（同１Ｂ(d)，２Ｂ(d)），オフフック検出部と（同１Ｂ(e)，２Ｂ(e)），

ＤＴＭＦ信号検出部と（同１Ｂ(f)，２Ｂ(f)），トーン発生部とを備え（同

１Ｂ(g)，２Ｂ(g)），インターネットを介した通話呼出がなされた場合に，

前記呼出信号発生部において呼出信号を発生し，該呼出信号を公衆回線用

電話機に対して出力する（同１Ｃ,２Ｃ）との構成を有していることは，当

事者間に争いがない。 

  また，本件発明の構成要件１Ｄ，２Ｄに対応する構成に関して，前記第

２，２(6)のとおり，被告アダプタは，「０５０」で始まる相手方の電話番
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号をダイヤルすることで発呼を可能にするものである。 

  さらに，弁論の全趣旨によれば，被告アダプタが，上記各特徴を有する

インターネット電話用のアダプタであること（構成要件１Ｅ，２Ｅ）が認

められる。 

そして，前記第２，２(6)によれば，被告アダプタは直接インターネット

に接続する手段を備えていることが認められる（別紙被告アダプタ説明書

１ないし３参照）。 

エ 本件発明の構成との関係で把握される上記ウの被告アダプタの構成を，

上記イの乙１公報に記載された事項と対比すると，被告アダプタは，乙１

公報に記載された接続装置及びルータ又はハブと全く同一の構成を有する

ものと認められる。 

そうすると，被告アダプタは，乙１公報に開示された公知技術と同一の

ものということができる。 

オ この点に関して原告は，本件発明が新規性，進歩性を有するものとして

特許査定を受けており，かつ，被告アダプタが本件発明の非本質的部分を

置き換えたものにすぎないのであるから，被告アダプタが公知技術と同一

であるとはいえないと主張する。 

しかし，上記のとおり，被告アダプタが乙１発明と同一の構成を有する

ものであることは明らかであって，これに反する原告の主張は採用するこ

とができない。また，後記４のとおり，本件発明は進歩性を欠くと認めら

れることから，原告の上記主張はその前提を欠くものである。 

  (3) 小括 

以上のとおり，被告アダプタは均等の第４要件を充足しないから，その余

の要件について判断するまでもなく，均等論によっても，被告アダプタが本

件発明の技術的範囲に属するものとは認められない。 

４ 争点(2)（本件特許は特許無効審判により無効にされるべきものか否か）につ
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いて 

  (1) 乙１発明の引例適格性について 

   ア 被告は，乙１発明を主引用例として，本件発明が進歩性を欠くと主張す

るところ，原告は，乙１発明が，インターネット電話に不適なＴＣＰ／Ｉ

Ｐを用いていること及びインターネット電話に必須のバッファリング処理

を行っていないことからインターネット電話として機能し得ないものであ

り，実施不能であるから，引用例としての適格を有しないと反論する。 

     しかし，証拠（略）及び弁論の全趣旨によれば，「ＴＣＰ／ＩＰ」とは，

広義には，インターネットで使われる多数のプロトコルの総称であり，基

本となるＴＣＰとＩＰという二つのプロトコルにちなんでそのように呼ば

れるが，具体的には，ＴＣＰとＩＰだけでなく，ＵＤＰ，ＩＣＭＰ，ＨＴ

ＴＰなどのプロトコルを含むものであること，もっとも，「ＴＣＰ／ＩＰ」

は，特にＴＣＰを用いたＩＰプロトコルという狭義の意味で用いられるこ

とがあり，この場合は，そこに，ＵＤＰを用いたＩＰプロトコルであるＵ

ＤＰ／ＩＰは含まれないこと，広義のＴＣＰ／ＩＰの中で，トランスポー

ト層の機能を果たす代表的なプロトコルがＴＣＰとＵＤＰであり，ＴＣＰ

は信頼性が高いが転送速度が低いため，音声データなどの通信には適して

おらず，音声通信のメカニズムとして採用される見込みはなく，一方，Ｕ

ＤＰは信頼性が低いが転送速度が高く，音声などの通信に適しており，そ

の通信の際には，処理速度や転送速度の差を補うためのバッファリング処

理が行われることが，それぞれ認められる。 

     そして，確かに，乙１公報には，乙１発明に係る接続装置が「ＴＣＰ／

ＩＰ」の方式を用いることが記載されているが（【請求項１】，段落【０

０１６】及び【００１７】等），上記のとおり，「ＴＣＰ／ＩＰ」の用語

が，狭義には，ＵＤＰではなくＴＣＰを用いた方式を意味する一方で，広

義には，ＵＤＰやＴＣＰを含む多数のプロトコルの総称として用いられて
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いること及びＴＣＰは音声データなどの通信には適していないことに加え

て，従来の電話と同等の音声通話サービスを提供することを可能にするた

めの接続装置についての発明である乙１発明が，あえてその実施が不能と

なるような方式を用いていると理解するのは相当でないことからすれば，

乙１公報に記載された「ＴＣＰ／ＩＰ」は，広義のＴＣＰ／ＩＰを意味す

ると解すべきである。 

     また，乙１発明は，その公報の記載から明らかなとおり，そもそもバッ

ファリング処理に関する発明ではなく，しかも，証拠（略）によれば，イ

ンターネット電話において，受信した音声データをバッファリング処理す

ることは，乙１発明の特許出願当時の技術常識であったと認められる。し

たがって，仮に，乙１公報にバッファリング処理に関する記載がないとし

ても，それを根拠として，乙１発明の接続装置が当然にバッファリング処

理を伴わないものであって，それゆえにインターネット電話として機能し

得ないものであるということはできない。この点，被告も指摘するとおり，

本件明細書等にも「バッファリング処理」に関する記載があるとは認めら

れないから，原告の論法によれば，本件発明に係るアダプタもインターネ

ット電話用アダプタとして機能し得ないことになってしまうのであって，

この点においても，原告の上記主張は採用することができない。 

   イ この点に関して原告は，乙１公報の段落【００１６】及び【００５３】

の各記載から，乙１公報記載の「ＴＣＰ／ＩＰ」が狭義のＴＣＰ／ＩＰを

意味すると理解できると主張する。 

     しかし，上記段落【００１６】には，「ＴＣＰ／ＩＰ変換手段２ｄは，

アナログ／ディジタル変換手段２ｃから供給されたディジタル信号を，Ｔ

ＣＰ／ＩＰ（Transmission Transfer Protocol/Internet Protocol）に応

じたデータ列（ＩＰパケット）に変換してルータ３に出力する。」との記

載があるところ，上記「ＴＣＰ／ＩＰ・・・に応じたデータ列」の「ＴＣ



   

59

Ｐ／ＩＰ」が，広義のＴＣＰ／ＩＰではなく，狭義のＴＣＰ／ＩＰに限定

したものと解さなければならない根拠は見いだせない。また，上記段落【０

０５３】に「また，電話機８から伝送されてきたデータ列は，ＴＣＰ／Ｉ

Ｐインタフェース部２０ｋによって受信され，音声信号処理部２０ｊによ

って伸長処理が施される。」と記載されており，これに関して，ＵＤＰを

用いた場合に生じるパケットが欠落した際の処理が記載されていないとし

ても，それゆえに，上記記載中の「ＴＣＰ／ＩＰ」が，ＵＤＰを含むもの

ではなく，狭義のＴＣＰ／ＩＰを意味すると解さなければならないわけで

はない。 

     さらに，原告は，乙１発明と同時期に，乙１発明の出願人によって出願

された甲１４発明については，同出願人が，甲１４公報で，「ＴＣＰ／Ｉ

Ｐ」の用語を狭義のＴＣＰ／ＩＰの意味で用いているから，乙１公報の「Ｔ

ＣＰ／ＩＰ」も狭義のＴＣＰ／ＩＰを意味すると主張する。 

     しかし，乙１発明と甲１４発明とが，関連する技術について，同時期に，

同一出願人によって出願されたものであるとしても，そのことから，それ

ぞれの出願に用いられた「ＴＣＰ／ＩＰ」の用語が同義であると解さなけ

ればならない理由はない。また，甲１４発明は，インターネット電話のよ

うな，ネットワークを介して通常の電話のような音声による通信を行う情

報通信装置についての発明であるところ（段落【０００１】），そもそも，

上記アのとおり，インターネット電話には，ＴＣＰ（狭義のＴＣＰ／ＩＰ）

が採用される見込みはないのであるから（原告自身，ＴＣＰを用いたイン

ターネット電話は実現不可能と主張している。），甲１４発明が狭義のＴ

ＣＰ／ＩＰを用いていると考えること自体が相当とはいえない。加えて，

原告は，甲１４公報に記載された，通話中の会話の途切れや欠落，歪みな

どの問題点（段落【０００４】，【０００５】，【００３８】及び【００

４４】）が狭義のＴＣＰ／ＩＰに特有のものであって，ＵＤＰ／ＩＰにお
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いては通常生じないものであると主張するが，このような原告主張の事実

を裏付けるに足りる証拠はなく，しかも，かかる原告の主張は，ＵＤＰ方

式を用いたインターネット電話でも，パケットの欠落や遅延を補うために

バッファリング処理が必要であるとの原告自身の主張と相容れないものと

いうべきである。 

   ウ 以上によれば，乙１発明がインターネット電話に不適な狭義のＴＣＰ／

ＩＰを用いており，インターネット電話に必須のバッファリング処理を行

っていないから，実施不能であって，引例適格性を有しないとの原告の主

張は採用することができない。 

  (2) 乙１発明と本件発明との対比 

   ア 前記３(2)ア及びイ記載の事実によれば，乙１発明は，本件発明の構成要

件１Ａ，１Ｂ(a)，(b)，(d)ないし(g)，１Ｃ及び１Ｅ並びに構成要件２Ａ ，

２Ｂ(a)，(b)，(d)ないし(g)，２Ｃ及び２Ｅのそれぞれに相当する構成を

開示していると認められる。 

   イ また，乙１公報には，「サーバ１０は，接続装置２から供給されたデー

タ列を取得して，この中から前述の電話番号を抽出する。そして，抽出し

た電話番号に対応するＩＰアドレス（電話機８のＩＰアドレス）を検索し，

得られたデータをインターネット４及びルータ３を介して接続装置２に返

送する。」（段落【００２２】），「この図において，パーソナルコンピ

ュータ５ａ～５ｃは，ルータ３を介してインターネット４に接続されてい

る。電話機１は，接続装置２およびルータ３を介してインターネット４に

接続されている。なお，コンピュータ５ａ～５ｃおよび電話機１はＬＡＮ

（Local Area Network）を形成している。」（段落【００４２】），「ル

ータ３は，パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃおよび電話機１によって構

成されるＬＡＮと，パーソナルコンピュータ９ａ～９ｃおよび電話機８に

よって構成されるＬＡＮとを相互に接続するために必要な処理を行う。」
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（段落【００４３】），「また，以上の実施の形態においては，電話番号

とＩＰアドレスの対応表を，サーバ１０に記憶させるようにしたが，例え

ば，接続装置２やパーソナルコンピュータ５ａ～５ｃにこのような対応表

を記憶させるようにしてもよい。」（段落【００６４】）との記載がある。 

     上記各記載及び乙１公報の【図３】及び【図４】によれば，乙１発明に

は，「接続装置２」が，「ルータ３」を介してインターネットに接続され

た「パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃ」と繋がり，「パーソナルコンピ

ュータ５ａ～５ｃ」との間で，インターネット電話の通話を行うためのデ

ータを送受信するための通信手段を備える構成が開示されていると認めら

れる。 

ところで，乙１発明の「パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃ」は，上記

のとおり，直接インターネットに接続されているのではなく，「ルータ３」

を介してインターネットに接続されている。しかし，本件発明については，

特許請求の範囲において，「コンピュータ」が「インターネットに接続さ

れ」ていること（構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)）が規定されているにすぎ

ず，本件明細書等においても，段落【０００８】，【０００９】，【００

１１】，【００２９】及び【００３０】に，本件発明におけるアダプタが

コンピュータと電話機との間に接続されて，電話の受信・発呼時の処理を

行っていることが記載されているにすぎないこと，また，仮に，このコン

ピュータが，直接インターネットに接続されておらず，例えば，他の付加

的な機器を介してインターネットに接続されているような場合であったと

しても，公衆回線用電話機を用いてインターネットを介した通話を行うと

の本件発明の作用効果が得られなくなるものでもないことからすると，原

告が前記第３，１〔原告の主張〕(3)アで主張するとおり，本件発明におけ

る「インターネットに接続されたコンピュータ」は，直接インターネット

に接続されたものに限定されるものではないと解される。 
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     よって，乙１発明の上記構成は，本件発明の構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)

の「インターネットに接続されたコンピュータとの通信手段」に相当する。 

   ウ これに対して，原告は，乙１公報には，「パーソナルコンピュータ５ａ

～５ｃ」と「接続装置２」の端末相互間で通信がなされている旨の記載が

ないから，端末相互間の「通信手段」（構成要件１Ｂ(c)，２Ｂ(c)）が開

示されていないと主張する。 

     しかし，乙１公報の段落【００４３】及び【図３】には，「パーソナル

コンピュータ５ａ～５ｃ」，「ルータ３」，「接続装置２」及び「電話機

１」が順に接続されており，その「パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃ」

から「電話機１」までがＬＡＮを形成していることが記載されており，ま

た，段落【００２２】及び【００６４】には，「パーソナルコンピュータ

５ａ～５ｃ」が，「サーバ１０」の代わりに，電話番号とＩＰアドレスと

の対応表を記憶しておき，「接続装置２」から供給されたデータ列を取得

して，そこから抽出した電話番号に対応するＩＰアドレスを検索し，その

データを「接続装置２」に返送することが記載されているから，乙１公報

には，「パーソナルコンピュータ５ａ～５ｃ」と「接続装置２」との間で，

相互に，インターネット電話を利用した通話を行うためのデータを送受信

する構成が記載されていると認められる。 

したがって，乙１発明は，構成要件１Ｂ(c)及び２Ｂ(c)のアダプタとコ

ンピュータとの間の「通信手段」を開示しているといえるから，原告の上

記主張は採用することができない。 

   エ 以上のとおり，乙１発明は，本件発明の構成要件１Ｄ及び２Ｄを除き，

その他の構成要件を全て開示していると認められる。 

     したがって，本件発明と乙１発明を対比すると，次のとおりとなる。 

（一致点） 

「公衆回線用電話機を用いてインターネットを介した通話を行うためのア
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ダプタであって， 

中央演算装置と， 

呼出信号発生部と， 

インターネットに接続されたコンピュータとの通信手段と， 

公衆回線用電話機との接続手段と， 

オフフック検出部と， 

ＤＴＭＦ信号検出部と， 

トーン発生部と，を備え， 

インターネットを介した通話呼出がなされた場合に，前記呼出信号発生

部において呼出信号を発生し，該呼出信号を公衆回線用電話機に対して

出力する， 

ことを特徴とするインターネット電話用アダプタ。」 

（相違点） 

本件発明は「相手方のＩＰアドレスを変換した（意味する）番号をダイ

ヤルすることで発呼することを可能とする」ものであるのに対し，乙１発

明は「発呼するためにダイヤルする番号が『通話相手の電話番号』」であ

る点   

  (3) 相違点について 

   ア 本件発明の出願以前に公開された乙２公報には，以下の記載がある。 

    ・「本発明は，上述の課題を解決し，公衆回線およびインタネットの双方

に接続可能な，操作性の高い電話装置およびそのための網制御装置を提

供することを目的とする。」（段落【０００６】） 

    ・「本発明は，電話機とインタネットとの接続を制御するためのインタネ

ット制御手段と，電話機との接続を前記インタネット制御手段および公

衆回線のいずれかに切り替えるためのスイッチ手段と，前記スイッチ手

段の切替を制御する網切替制御手段とを具備した点に特徴がある。」（段
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落【０００７】） 

    ・「網切替装置３は公衆回線（ＰＳＴＮ）１０およびＬＡＮ２０のいずれ

かに選択的に電話機２を接続できるようにするためのスイッチ部４を有

している。」（段落【０００９】） 

    ・「インタネット電話として使用する場合は，ユーザは電話機２から直接

ＩＰアドレスをダイヤルすればよい。」（段落【００１４】） 

    ・「ＩＰアドレスは『１２９．２４９．１３６．２３１』のように数字と

ピリオドからなる。」（段落【００２２】） 

    ・「したがってインタネット電話として使用する場合は，ユーザがＩＰア

ドレスの区切りを，電話機２のボタンのうち数字ボタン以外のもの，つ

まり『＃』または『＊』に置き換えて入力する。例えば『１２９＃２４

９＃１３６＃２３１』という具合である。」（段落【００２３】） 

    ・「このように，ユーザはインタネット電話を使用するときは単に，ＩＰ

アドレスの区切りのドット「．」を「＃」または「＊」に置き換えるだ

けで，スイッチ部４の切替を意識することなくインタネット電話で通話

をすることができる。」（段落【００２５】） 

    ・「ＩＰアドレスは電話番号よりも桁数が多いためユーザが正確に覚えて

いない場合もある。そこで，第３実施形態では，相手先がＩＰアドレス

と電話番号の両方を持つ場合，電話番号からＩＰアドレスを検索できる

ようにしてユーザの便宜を図った。」（段落【００２８】） 

・「網切替装置３はＩＰアドレス・電話番号管理部１７を有している。Ｉ

Ｐアドレス・電話番号管理部１７は，ＩＰアドレス判定部１５で電話機

２から入力されるダイヤル中に，ＩＰアドレスか否かを示す「＃」また

は「＊」がない場合，つまり電話番号が入力された場合に，対応するＩ

Ｐアドレスの有無を判断する機能を有する。そして，対応するＩＰアド

レスがある場合は，予めＩＰアドレス・電話番号管理部１７に保持され
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ているＩＰアドレスを前記インタネット３０に送出する。」（段落【０

０２９】 

    ・「本発明によれば，電話機を使用して，公衆回線を通じた一般電話とし

て通話できるほか，一般電話と同じ使用感覚でインタネット電話による

通話をすることもできる。」（段落【００３４】） 

   イ 上記の段落【０００６】，【０００７】及び【００３４】によれば，乙

２発明は，電話機で公衆回線及びインターネットの双方に接続可能とする

ための網切替制御手段等と，電話機とインターネットとの接続を制御する

インターネット制御手段等を備える電話装置及び網切替制御装置に関する

発明であって，同発明によって，電話機２を使用して一般電話として通話

できるほか，一般電話と同じ使用感覚でインターネット電話による通話も

することができるようになるものと認められる。 

そして，上記段落【００２３】，【００２５】及び【図４】によれば，

網切替装置３は，同装置に接続された電話機２をインターネット電話とし

て使用する場合に，ユーザが，ＩＰアドレスの区切り，すなわち「．」（ド

ット）を，「＃」や「＊」に置き換えて入力することで発呼し，インター

ネット電話で通話をすることができることが認められる。 

このように，インターネット電話を使用する際，電話機で，相手方のＩ

Ｐアドレスを，「．」（ドット）を「＃」に置き換えて入力することは，

本件発明の構成要件１Ｄ及び２Ｄの「相手方のＩＰアドレスを変換した（意

味する）番号」の例示として，本件明細書等の段落【００２８】に記載さ

れている，「ユーザは，ダイヤルトーンを聞いて，相手方の番号をダイヤ

ルする（Ｓ３０６）。このとき，相手方の番号は，ＩＰアドレスのドット

部分を『＃』に変換したものを用いる。たとえば，相手方のＩＰアドレス

が，『１９２．１６８．１．２』であるとすれば，相手方の番号は，『１

９２＃１６８＃１＃２＃』となる。」との実施態様そのものである。そし
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て，本件明細書等には，「相手方のＩＰアドレスを変換した番号」及び「相

手方のＩＰアドレスを意味する番号」の例示として，これ以外の記載がな

いことからすると，本件発明における「相手方のＩＰアドレスを変換した

番号」及び「相手方のＩＰアドレスを意味する番号」は，このような例示

にかかるもの（ＩＰアドレスの「．」を「＃」に置き換えたもの）あるい

はその上位概念を指していると解するほかない。 

そうすると，乙２発明には，本件発明の「相手方のＩＰアドレスを変換

した（意味する）番号をダイヤルすることで発呼することを可能とする」

との構成が開示されているということができる。 

そして，乙１発明と乙２発明は，いずれも通常の電話機を用いてインタ

ーネット電話を行うための技術であり，その際，その電話機で，相手方の

ＩＰアドレスに対応する番号等を入力することで発呼することを可能とす

る作用機能を有する点で共通しており，しかも，乙２公報の段落【００２

８】及び【００２９】には，「相手方のＩＰアドレスの『．』を『＃』や

『＊』で置き換えた番号」を用いることのほかに，相手方のＩＰアドレス

に対応した電話番号を用いることも記載されているのであるから，乙１発

明の，ＩＰアドレスに代えてＩＰアドレスに対応する「電話番号」を入力

して発呼する構成を，乙２発明に，同構成と並べて記載されている「相手

方のＩＰアドレスの『．』を『＃』や『＊』で置き換えた番号」を入力し

て発呼する構成に置き換えることは，当業者であれば容易になし得たもの

と認められる。 

したがって，本件発明は，乙１発明に乙２発明を適用することによって

当業者が容易に発明することができたものであるというべきである。 

   ウ この点に関して原告は，乙２発明はＩＰアドレスの「．」の部分を「＃」

や「＊」に置き換えた番号を用いることに限定されるのに対して，本件発

明の構成要件１Ｄ及び２Ｄの「ＩＰアドレスを変換した（意味する）番号」
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には，上記のような置き換えた番号だけでなく，ＩＰアドレスに対して割

り振られた電話番号などを広く含むものであるから，乙２発明によっても，

構成要件１Ｄ及び２Ｄは開示されていないと主張する。 

しかし，本件明細書等には，「ＩＰアドレスを変換した（意味する）番

号」の具体例として，ＩＰアドレスの「．」を『＃』に置き換えたものし

か開示されておらず，乙２発明がそれと同じ態様を開示している以上，乙

２発明には，「ＩＰアドレスを変換した（意味する）番号」が開示されて

いると解し得ることは上記のとおりである。 

     また，仮に，原告が主張するように，本件発明の「ＩＰアドレスを変換

した（意味する）番号」に，ＩＰアドレスに対して割り振られる電話番号

が含まれると解したとしても，乙２公報の段落【００２８】及び【００２

９】には，「相手方のＩＰアドレスの『．』を『＃』や『＊』で置き換え

た番号」以外に，相手方のＩＰアドレスに対応した電話番号を用いること

も記載されていることからすれば，結局，ＩＰアドレスを変換した（意味

する）番号を用いる実施例は，乙２発明に開示されていることになる（な

お，乙１公報の段落【００１８】にも，同様に，ＩＰアドレスに対応する

電話番号を用いる態様が開示されている。）。 

したがって，いずれにせよ，本件発明の構成要件１Ｄ及び２Ｄが乙２発

明に開示されていないとの原告の上記主張は採用することができない。 

   エ よって，本件発明は進歩性を欠き，本件特許は，無効審判請求によって

無効にされるべきものと認められるから，その権利を行使することができ

ない（特許法１０４条の３第１項）。 

５ 結論 

以上のとおり，被告アダプタは，文言上，又は均等論によっても，本件発明

の技術的範囲に属するものとは認められず，また，本件特許は，進歩性欠如を

理由に，無効審判請求によって無効にされるべきものと認められる。 
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したがって，その余の点について判断するまでもなく，原告の請求は理由が

ないから，これを棄却することとし，主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第４０部 

 

裁判長裁判官    東 海 林       保 

 

裁判官    寺   田   利   彦 

 

裁判官    足   立   拓   人 
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（別紙） 

物件目録 

以下の機種名を有するインターネット電話用アダプタ 

 

１ ＢＢＭｏｄｅｍ ４－Ｇ 

トリオモデム ３－Ｇ 

トリオモデム ３－Ｇ Ｐｌｕｓ 

トリオモデム ２６Ｍ 

トリオモデム １２Ｍ 

コンボモデム １２Ｍ  

コンボモデム ８Ｍ   

２ ＡＤＳＬモデム＋ＢＢフォン・ターミナルアダプタ 

３ リーチＤＳＬモデム＋ＢＢフォン・ターミナルアダプタ 
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（別紙） 

被告アダプタ説明書１ 

 

 

１．被告アダプタ１ 

・ＢＢＭｏｄｅｍ ４－Ｇ 

・トリオモデム ３－Ｇ 

・トリオモデム ３－Ｇ Ｐｌｕｓ 

・トリオモデム ２６Ｍ 

・トリオモデム １２Ｍ 

・コンボモデム １２Ｍ 

・コンボモデム ８Ｍ 

 

２．被告アダプタ１の概要ブロック図 

上記１記載の機種名を有する被告アダプタ１は，以下のブロック図に示すよう

に，下記の（１）ないし（５）の構成要素からなる構造を有している。 

（１）制御部 

被告アダプタ１の種々の動作を制御する中央演算装置である。 

（２）ＬＡＮポート 

被告アダプタ１をＬＡＮ接続するためのポートである。被告アダプタ１は，

ＬＡＮポートを介してパーソナルコンピュータ（ＰＣ）と接続可能である。 

（３）電話機ポート 

被告アダプタ１を電話機に接続するためのポートである。 

（４）ＬＩＮＥポート 

被告アダプタ１を公衆網（公衆電話回線及びＡＤＳＬ回線）に接続するた

めのポートである。 
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（５）音声機能部 

呼出信号発生部，オフフック検出部，ＤＰ／ＤＴＭＦ信号検出部，トーン

発生部，音声処理部等からなる。音声通話に関連する処理を行う。 

 

 

 

被 告被 告被 告被 告 ア ダ プ タア ダ プ タア ダ プ タア ダ プ タ １１１１ のののの ブ ロ ックブ ロ ックブ ロ ックブ ロ ック 図図図図

音 声 機 能部

オフフ ック
検出 部

音声 処 理部

（４ ）
LIN E        

ポー ト

ス プリ ッタ （音 声 /A DS L分 離 ）

無 線 LA N

機 能 部

D TMF信 号
検出 部

呼 出信 号
発 生 部

ト ーン
発 生部

制 御 部

（中 央 演 算 処 理 装 置 ）

音 声 機 能部

オフフ ック
検出 部

音声 処 理部

ス プリ ッタ （音 声 /A DS L分 離 ）

無 線 LA N

機 能 部

D TMF信 号
検出 部

呼 出信 号
発 生 部

ト ーン
発 生部

制 御 部

（中 央 演 算 処 理 装 置 ）

音 声 機 能部

オフフ ック
検出 部

音声 処 理部

ス プリ ッタ （音 声 /A DS L分 離 ）

無 線 LA N

機 能 部

D TMF信 号
検出 部

呼 出信 号
発 生 部

ト ーン
発 生部

制 御 部

（中 央 演 算 処 理 装 置 ）

音 声 機 能部

オフフ ック
検出 部

音声 処 理部

ス プリ ッタ （音 声 /A DS L分 離 ）

無 線 LA N

機 能 部

D TMF信 号
検出 部

呼 出信 号
発 生 部

ト ーン
発 生部

制 御 部

（中 央 演 算 処 理 装 置 ）

音 声 機 能部

オフフ ック
検出 部

音声 処 理部

ス プリ ッタ （音 声 /A DS L分 離 ）

Eth ernet

機 能 部

D TMF信 号
検出 部

呼 出信 号
発 生 部

ト ーン
発 生部

（１ ）制 御 部

（中 央 演 算 装 置 ）

（５）音 声 機 能 部

オフフ ック
検出 部

（３ ）
電話 機
ポート

音声 処 理部

ス プリ ッタ （電 話 /A DS L分 離 ）

A D SL 機 能 部

（２）

LA N ポート

D P/ DTM F信号
検出 部

呼 出信 号
発 生 部

ト ーン
発 生部



   

72

（別紙） 

被告アダプタ説明書２ 

 

 

１．被告アダプタ２ 

ＡＤＳＬモデム＋ＢＢフォン・ターミナルアダプタ 

 

２．被告アダプタ２の概要ブロック図 

上記１記載の被告アダプタ２（ＡＤＳＬモデムとＢＢフォン・ターミナルアダ

プタとを組合せたもの）は，以下のブロック図に示すように，下記の（１）ない

し（５）の構成要素からなる構造を有している。 

（１）制御部 

   被告アダプタ２の種々の動作を制御する中央演算装置である。 

（２）ＬＡＮポート 

   被告アダプタ２をＬＡＮ接続するためのポートである。被告アダプタ２

は，ＬＡＮポートを介してパーソナルコンピュータ（ＰＣ）と接続可能で

ある。 

（３）電話機ポート 

   被告アダプタ２を電話機に接続するためのポートである。 

（４）ＬＩＮＥポート 

   被告アダプタ２を公衆網（公衆電話回線及びＡＤＳＬ回線）に接続する

ためのポートである。 

（５）音声機能部 

   呼出信号発生部，オフフック検出部，ＤＰ／ＤＴＭＦ信号検出部，トー

ン発生部，音声処理部等からなる。音声通話に関連する処理を行う。 
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被告被告被告被告アダプタアダプタアダプタアダプタ２２２２ののののブロックブロックブロックブロック図図図図

Ethernet

機能部

（１）制御部

（中央演算処理装置）

ADSL機能部

（４）

LINE        

ポート

LANポート

BBフォン・ターミナルアダプタ

（５）音声機能部

オフフック検出部

音声処理部

DP/DTMF信号検出部

呼出信号発生部

トーン発生部

（４）

LINE

ポート

WANポート（２）

LANポート

（３）

電話機

ポート

電話機へ

PCへ

スプリッタ
公衆網

へ

（１）

制御部

ADSLモデム
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（別紙） 

被告アダプタ説明書３ 

 

 

１．被告アダプタ３ 

リーチＤＳＬモデム＋ＢＢフォン・ターミナルアダプタ 

 

２．被告アダプタ３の概要ブロック図 

上記１記載の被告アダプタ３（リーチＤＳＬモデムとＢＢフォン・ターミナル

アダプタとを組合せたもの）は，以下のブロック図に示すように，下記の（１）

ないし（５）の構成要素からなる構造を有している。 

（１）制御部 

   被告アダプタ３の種々の動作を制御する中央演算装置である。 

（２）ＬＡＮポート 

   被告アダプタ３をＬＡＮ接続するためのポートである。被告アダプタ３

は，ＬＡＮポートを介してパーソナルコンピュータ（ＰＣ）と接続可能で

ある。 

（３）電話機ポート 

   被告アダプタ３を電話機に接続するためのポートである。 

（４）ＬＩＮＥポート 

   被告アダプタ３を公衆網（公衆電話回線及びＡＤＳＬ回線）に接続する

ためのポートである。 

（５）音声機能部 

   呼出信号発生部，オフフック検出部，ＤＰ／ＤＴＭＦ信号検出部，トー

ン発生部，音声処理部等からなる。音声通話に関連する処理を行う。 
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BBフォン・ターミナルアダプタ

被告被告被告被告アダプタアダプタアダプタアダプタ３３３３ののののブロックブロックブロックブロック図図図図

Ethernet 
機能部

（１）制御部
（中央演算処理装置）

xDSL機能部

（４）

LINE        
ポート

電話機
ポート

LANポート

公衆網
へ

（５）音声機能部

オフフック検出部

音声処理部

DP/DTMF信号検出部

呼出信号発生部

トーン発生部

LINE
ポート

WANポート（２）

LANポート

（３）

電話機
ポート

電話機へ

PCへ

スプリッタ

（１）

制御部

リーチDSLモデム

 

 


